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転換期にある住宅政策
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ここ数年の聞に、品確法（住宅品質確保促進法）の制定、住宅金融公庫の

廃止といった住宅政策の大きな転換が行なわれた。これらの政策が成功する

かどうかはまだ必ずしも明らかでないが、住宅市場に対する公的関与のあり

方が大きく変わりつつあることは間違いない。

「日本の劣悪な住宅事情を改善するために、住宅建設を促進しなければな

らない」といった類の単純な政策論は無意味であるというのが経済学者の多

くが主張してきたところである。経済学者の主張は、「市場の失敗がどこに

発生しているかを把握し、それを修正するための政策を考えなければならな

い」というものである。さらに、政策介入のもたらす弊害の可能性を十分に

考慮に入れて、それを上回る便益があるかどうかを分析・評価する必要もあ

る。住宅事情が悪いといった表面的な現象から政策を組み立てていくことは、

無駄の多い政策や場合によっては有害な政策をもたらしてしまう。

実際には、経済学者の処方塞はなかなか受け入れられなかった。年間5000

億円近い持家建設補助が住宅金融公庫融資の形で行なわれていたのは、その

一例である。

少子化・高齢化にともなう人口減少によって、住宅ストックは少なくとも

量的には過剰感さえ出てくるであろう。このような状況では、市場の失敗に

対する対策という視点、から住宅政策を再点検することが急務である。とくに

重要なのは、住宅困窮者（ホームレスを含む）の問題である。福祉や平等の

問題は市場が解決できる課題ではない。これらに関する政策を整合的に組み

立てなければならない。
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特別論文

住宅セーフティネットの再構築

岩田正美

l生活における「住宅」の意味

住宅は人々の生活の基盤である。この基盤に

はいくつかの意味がある。そのひとつは、個人

や家族の私生活の安全な「器Jという意味であ

る。睡眠、食事、家族生活などの基本的事柄は

この「器」の中で「器」に守られて遂行される。

ここでは「器jの耐久性や安全性、広さや間取

り、デザインなどの要素や「器」のおかれた周

辺の環境（採光や風向など）が重視されよう。

第 2に、自立的に営まれる社会生活の拠点と

いう意味がある。人々の生活はさまざまな社会

活動によって成立している。労働はそのもっと

も重要なものだが、それ以外にも学習、購買・

消費、趣味・娯楽、交際などの一般に行なわれ

ている活動や、政治や社会目的のための種々の

活動がある。それらの一部は器のなかでも供給

されるが、多くは「器jの外の社会的施設を利

用し、また家族とは異なった集団のなかで行な

われる。普通これらの活動を、人々は住宅を始

点・終点とする循環活動として、自立的に行な

っている。人々の 1日は住宅から出かけて帰っ

てくる循環であり、長期の出張や旅行に出かけ

て、また帰ってくるところが住宅である。中川

(1993）はこれを「そこを出てゆき、帰ってく

るところ、働きに出ていった大人たちがやがて

戻ってくるところ、外で遊びに興じていた子供

たちも、夕方になるとそれぞれに帰ってくる。

日々の生活行動の繰り返しのなかで、無意識に

戻り、帰ってゆくことが予定されてしまってい
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る場所」（66-67頁）と形容しているが、種々の

社会活動やそれを取り巻く社会関係はこのよう

な場所を拠点としてのみ、継続的なものとして

維持されることが可能になっているといってよ

かろう。この拠点という意味では、近隣の環境、

職場との近さ、交通の利便性、周辺施設の整備

状況などが関連してくる。

第3は、地域社会の住民としての帰属証明の

基盤という意味である。これは「器」のおかれ

た地域が、その「器jを通じて地域への個人や

家族の帰属を確認することになる。「その地に

住んでいるjということが「その地の構成員

だ」ということである。もっとも、住民をもっ

と広く解釈できないわけではなく、たとえば

「その地に働きに来ている人j、「そこに現にい

る人jまでを含む場合もある。日本では、住民

資格は主に住民登録制度が証明する仕組みにな

っているが、その基礎にあるのは、現にその地

に住んでいるという事実である。むろん、仮に

住民登録がなくとも、住宅があってそこに住ん

でいることが証明されれば、当該地域の住民と

して取り扱われる場合も少なくない。また、郵

便の届く「住所」も地域への帰属によって与え

られる。したがって、住宅は人々の地域への帰

属証明の基礎となり、これを基礎に地域住民と

しての種々の権利義務が行使されることになる。

先の拠点としての住宅の意味から交通や買い物

の利便性が関連してくるのとはやや異なって、

当該自治体の住民サービスや税金・保険料の高

さなどがこれと関連してくる。



住宅には、これ以外に資産という重大な意味

があるが、生活ということに限定してみれば、

以上の 3つの意味で、生活を基本的に支えてい

ることがわかる。ところで、通常人々が住宅と

して関心を持つのは第 lの「器Jとしての意味

であろう。住宅のイメージは、間取りや広さに

代表される。あとはせいぜい交通や周辺環境で、

あろう。戦後住宅政策の重点もこの「器」の量

と質におかれてきた。だが、もし「住宅を失

うJという経験をしてみると、住宅は「器」だ

けではないことに気が付かされるであろう。

第 2、第3のもつ意味は、住宅が人々を社会

関係の網の中につなぎ止め、地域社会の正式な

メンパーとして認知する役割を果たしていると

いうことである。だから「住宅を失う」という

ことは、この社会関係のなかでの位置が危うく

なることであり、場合によっては、社会構成員

としての資格を失うことを意味する。住宅のセ

ーフテイネットがきわめて重要なのは、この点

である。福祉国家のセーフテイネットが、多様

な構成員の多様な社会活動を支えていく前提と

して、人々の権利義務の行使の最低条件を、市

民という同じ地平で整備するということだとす

れば、住宅のセーブテイネットの有り様は人々

を市民として社会につなぎ止めておくための要

の位置にあるといえないだろうか。

以下では、すでに「住宅を失った人々」＝ホ

表1 ホームレスの過去の住宅の種類

単位：%

最長職時 直前時

住宅種類

持家 16.2 8.5 

民間賃貸住宅 29.3 23.4 

公営賃貸住宅 2.4 1.0 

社宅・寮・住み込み等 42.0 37.6 

簡易宿所（ドヤ） 6.6 15.5 

旅館、カプセル、サウナ 1.4 7.3 

その他 1.8 5. 7 

不明 0.3 1.1 

住宅2区分

一般の住宅 47.9 32.9 

その他 51.8 66.1 

出所） 『平成11年度路上生活者実態調査j

注）路上レベルケースのうち各項目とも回答したケースのみ。
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ームレスの過去の住宅状況をひとつの手がかり

に、このような住宅セーフテイネットのあり方

を考えてみたい。

2「住宅を失った人々」と住宅

表 1は、筆者らが2000年に東京都内で行なっ

たホームレス調査（路上レベルでの面接調査。

都市生活研究会 2000）の結果から、最長職に

就いていた時点と、路上に寝泊まりするような

る直前の 2時点の住宅種類を示したものである。

同様に表2はやはり最長職時と直前時における

従業上の地位を示している。これらを見ると、

彼らの過去の住宅について次のようなことがわ

かる。

まず第 1に、両時点とも住宅種類における

「社宅・寮・住み込み等」の割合がきわめて高

い。最長職時では42%、直前時でも37.6%がこ

のような住宅に住んでいる。この「社宅・寮・

住み込み等」の「器」としての質はピンからキ

表2ーホームレスの過去の従業上の地位

単位：%

最長職時 直前時

従業上の地位

経営者・管理職 1. 7 1.1 

自営業者 5.5 3.5 

自由業 0.8 0.8 

常用雇用者 55.9 28.1 

臨時・パート 11.8 16.2 

日雇 21.3 44.2 

その他 0.7 0.9 

不明 2.3 5.2 

従業上の地位2区分

安定 63.9 33.5 

不安定 33.1 60.4 

出所） 「平成11年度路上生活者実態調査』

注）路上レベルケースのうち各項目とも回答したケースのみ。
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表3ー最長職時の職業の安定度と住宅

単位：人、 （ ）内は%

一般の住宅 それ以外
うち労働型

主仁当＇島 計

職業安 定 273 (60.4) 179 (39.6) 170 (37.6) 452 (100.0) 

職業不安定 60 (25.1) 179 (74.9) 118 (49.4) 239 (100.0) 

メロミー 計 333 (48.2) 358 (51.8) 288 (41. 7) 691 (100.0) 

出所） 『平成11年度路上生活者実態調査』

注）路上レベルケースのうち各項目とも回答したケースのみ。

表4 直前時の職業の安定度と住宅

単位：人、 （ ）内は%

一般の住宅 それ以外
うち労働型

之Eさ2、 言十

職業安定 133 (61.3) 84 

職業不安定 77 (19.4) 320 

鉦 職 12 (21.4) 44 

Z口'- 計 222 (33.1) 448 

出所） I平成11年度路上生活者実態調査j

注）路上レベルケースのうち各項目とも回答したケースのみ。

リまでの幅があるし、雇用主がその家賃をどの

程度負担しているかもさまざまであろうが、共

通しているのは雇用と結びついた「労働型住

宅」だということである。この場合、生活基盤

としての住宅は雇用の従属物となり、雇用の終

了とともに失われる。また私生活の独立性を基

本とする近代社会にあって、その私生活の

「器」が、労働コミュニティのなかに置かれ、

そこでの社会関係に強く規定されるという特異

性を持っている。日本では、大企業の福利厚生

としての社宅や独身寮のほか、炭坑や建設など

の労働現場に付属する寮や宿舎、サービス業や

飲食店の寮や住み込みなど、多様な形態の住宅

が提供されてきたが、最近ではその割合は低下

しているといわれている。ちなみに、やや異な

った分類ではあるが、国勢調査の給与住宅に住

む人は2000年調査で約437万人、世帯数レベル

で見ると一般世帯全体の3.8%にすぎない。ま

た、ここに住宅以外に住む一般世帯2.3%を加

えたとしても 6%程度である。

なお、職業の状態を従業上の地位で見ると、

最長職では55.9%が常用雇用者で、経営者、自

営業者を加えると、一応安定した職にあった人

が6割を超える。職は安定していても、住宅は
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(38.7) 69 (31.8) 217 (100.0) 

(80.6) 280 (71.1) 397 (100.0) 

(78.6) 56 (100.0) 

(66.9) 349 (52.1) 670 (100.0) 

労働型住宅だった人がかなり存在していること

になる。今これを大まかに、職業安定と不安定、

持ち家と賃貸住宅を合わせた一般住宅とそれ以

外の住宅（労働型住宅を含む）に分けて、それ

ぞれの関係を見ると、最長職時では職業安定の

約 4割が一般の住宅以外に住んで、おり、うち労

働型住宅は37.6%であった（表 3）。職業不安

定層では、 7割以上が一般の住宅以外に住んで

おり、うち労働型は 5割弱である。さらに路上

に来る直前を見ると、職業不安定の労働型住宅

に居る人の割合が増えていることがわかる（表

4）。これらの人々の場合、「住宅を失った」の

は明らかに、雇用を失ったからであり、またこ

れに対抗する他の資産や社会関係を持たなかっ

たからであろう。

第 2に、持ち家や賃貸住宅に住んでいた人も

最長職時には45%、直前時でも31%はいる。直

前に無職になっても、一般の住宅にいた人もあ

り、一般住宅では失業したからといってすぐに

ホームレスになるわけではないことがうかがえ

る。したがって、直前でも住宅を拠点とする社

会関係や帰属性も失われていない。「住宅を失

う」のは、失業だけではなく、収入が低下して

家賃を滞納したり、建て替えによる追い立て、



多重債務問題、疾病やアルコール依存などの問

題、 DV（ドメスティック・バイオレンス）な

どのいくつかの間題が重なった場合であろう。

直前でも職業安定で一般の住宅に住んでいた

人々は、たいていはこれらの問題を複数で抱え

て、それらがどうにもならなくなった時に家を

出たり、出されたりするのである。

第 3に、労働住宅以外では簡易宿泊所や旅館、

サウナなど通常は住宅とは見なされない「宿泊

所Jや、その他のなかに含まれる病院や施設な

どを生活の「器」とせざるを得ない場合がある。

とくに路上に来る直前では約3割がこれらの場

所を生活の「器」にしている。この調査対象は

ほとんどが男性であったが、必ずしも路上に現

れない女性が「住宅を失うj場合は、友人・知

人の家なども少なくない。これらの場所は一時

的な生活の「器jにすぎず、その「器」として

の機能もきわめて脆弱なものであろう。また、

すでにこのときは社会関係や帰属から切り離さ

れているのが普通である。たいていの場合は旅

館代が支払えなくなった時や、友人・知人に気

兼ねをして、ついにその最後の屋根の下から出

てくるということになる。

なお、ホームレス化のプロセス（岩田 2000、

都市生活研究会 2000）でいうと、①直前まで

一般の住宅に住んでいて、いくつかの間題が生

じることによって、いきなり路上に現れるパタ

ーン、②一般の住宅からいったん労働住宅へ移

動して、そこを失業して路上に出てくるパター

ン、③一般の住宅から旅館等を転々として、手

持ち現金がなくなって路上に出てくるパターン、

④労働型住宅から失業で路上へ出てくるパター

ン、⑤労働住宅から旅館等を転々として、手持

ち現金が尽きて路上に現れるパターンなどがあ

る。

3「住宅ではない住宅」について

「住宅を失う」ということは、先に述べた 3

つの基盤としての意味をもっ住宅を持っていた

人が、それをすべて失う、と考えられやすい。

たしかに、今見たパターンで最初の①はそのよ

うなものだといってよかろう。しかし、「住宅

を失うjパターンのなかにむしろ多かった労働

住宅や旅館などは、すでに生活基盤としての意

味を十分発揮できないものだったことに、ここ

ではとくに注目したい。また、①と比べると、

これらの「住宅jを失う理由は、失業や手持ち

現金がなくなる、など単純なものである。逆に

いうと、それらの住宅が3つの基盤としての意

味を十分に持っていなかったために、それは失

いやすかったのだ、とも考えられる。つまり、

文字通りのホームレスになってから、生活基盤

が失われたのではなく、その前から部分的に、

あるいは相当失われていた人が、文字通りのホ

ームレスになったのだということもできる。

ここで思い出すのが、震災などによって「住

宅を失う」ケースについての多くの調査結果で

ある。これまで述べたいわゆるホームレスとは

違って、自然災害や戦争などは社会そのものを

破壊していくから、その被害は一様であるよう

に思われがちだが、多くの研究は、そのような

なかでも失いやすい住宅（壊れやすい住宅）や

再建できない住宅があったと指摘している。た

とえば神戸では老朽住宅、木賃住宅、長屋住宅

などの低い質の「器Jが主に被害を受け、また

零細な工場や事務所も同様であったというから、

これらと関連した労働型住宅もまた壊れやすか

ったであろう。さらに、こうした質の悪い

「器」は再建プランでは否定されるから、人々

は「避難所から仮設住宅へ、仮設住宅から公営

住宅へ、市街地から縁辺部へと移住を繰り返

し」、被災者の社会関係は断ち切られた、と平

山（2003）は指摘している（77頁）。

そうであれば、考えなくてはいけないのは、

「器jの質であるとともに、人々を社会関係の

網の目のなかにつなぎ止め、帰属性を保障する

には十分でない住宅が、明瞭にホームレスにな

る前から存在しているし、それがホームレスを

生み出す場になっている、ということなのであ

る。先の調査でいえば、雇用とのみ結びついて、

住宅セーフテイネットの再構築 5 



独立の私生活の基盤とは十分なり得ない労働型

住宅や、またすでに住宅とはいえない旅館、一

時避難所、仮設住宅、病院、福祉施設などが生

活の場にならざるをえない、ということであろ

う。ここでは十分述べるゆとりはないが、これ

らの住宅は、経済的な問題だけはなく、同時に

家族と別れて単身で暮らす、という生活形態と

かなり関連を持っていることが明らかになって

いる。先のホームレス調査の半数は未婚であり、

あとの半数は離死別を経験している。

だが、このような「住宅とはいえない住宅J

に、単身で、あるいは夫婦や母子というような、

従来の家族形態とは異なった形態で暮らす人々

は、必ずしも例外的な存在ではなくなっている、

とも考えられる。高齢化はそのひとつの原因で

ある。高齢期の生活の「器Jは、病院や多様な

ケア施設から最近注目されているグループホー

ムまで、実にさまざまなものがある。それらは、

実質的には高齢者の生活の「器」であるにもか

かわらず、むろん住宅とは見なされにくいもの

であり、多くの場合、社会関係の拠点にはなり

にくい。ちなみに、 2000年国勢調査の施設等世

帯のうち、病院など入院は約78万人、社会施設

入所者は70万人と数えられている。

結婚しない人々の増大や離婚も、現代の傾向

である。戦後日本の平均的雇用者家族において、

アパート→公団住宅→持ち家というような単線

型のライフコースが意味を持った時代は終わり、

持ち家より賃貸住宅を選択したり、離婚時に持

ち家を売却したりする傾向が増えていくかもし

れない。また、就業構造の変化が終身雇用型で

はなく、よりフレツキシプノレな雇用を促してい

くとすれば、ホームレスのひとつのタイプのよ

うに、職住一体型の雇用やマンスリー・ホテル

を転々とするというような志向が拡大しないと

も限らない。今のところ、日本は親との同居＝

パラサイト・シングル傾向によって、こうした

変化が顕著には出ていないが、新しい時代の生

活の基盤となる住宅がどのように求められてい

るか、の答えは必ずしも明確ではないのである。
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ともあれ、「住宅とはいえない住宅j まで視

野に入れながら、住宅の 3つの生活基盤として

の意味でセーブテイネットを考える必要がある

ことは確かではなかろうか。

4変化する時代の多様な「生活拠点Jの

確保に必要な政策

これまでの日本のセーフテイネットの提供に

大きな力を持ったのは、企業と家族である。こ

こで問題視した労働型住宅も企業福利のー形態

であり、これまでは羨みこそすれ、問題視する

ようなものではなかったであろう。住宅という

現物ではなく、住宅手当や住宅ローンの企業に

よる提供は生活の安定にとってもっと大きな力

となったかもしれない。だが、これらも労働型

住宅と同様、雇用の継続を前提にのみ意味をも

ったものであるし、労働コミュニティとは相対

的に自立した生活基盤を形成する上では、むし

ろ阻害要因としても働く。ライフコースのなか

で転職が当たり前となるような今日の状況は、

企業の福祉に頼ることは、もはやできないとい

わざるを得＝ないだ、ろう。

家族の住宅確保における自助努力もまた、大

きな役割を果たしてきた。現在でも、欧米と異

なって若年者のホームレスが路上には現れにく

いのは、家族が子どもの生活をとくに住宅機能

において引き受けるからであろう。だが、すで

に示唆したような家族の変化や、高齢期のケア

の「場」の模索などを考え合わせると、家族の

役割はむしろ縮小していくと見なければならな

いであろう。

そこで、住宅のセーフテイネットを張り巡ら

していく役割として、国家や自治体の政策への

期待が大きくなる。しかしそれは、これまでの

ような持ち家の援助や社会住宅提供というよう

な形態では済まないであろう。大きく変動する

社会において、人々を市民として社会につなぎ

止めることに、その政策の眼目がなければなら

ないからである。ここでは、その戦略として 2

つの方向を提示してみたい。



ひとつは、逆説的ではあるが、ホームレスを

生み出す母体ともなった労働型住宅や「住宅で

ない住宅」としての病院、福祉施設、住宅代わ

りのホテル等がこれまで不十分ながら果たして

きた住宅としての役割を、再評価しつつ、これ

に人々の自由な社会関係の拠点となるような機

能を積極的に付与していくという戦略である。

変動する時代の変動する労働や家族を前提にす

ると、従来の住宅像を固定的にもつ必要は必ず

しもないことに気付く。このような住宅群が存

在しているのは、それなりの理由があってのこ

とであり、単にこれらを廃棄することでセーフ

テイネットが確立すると考えるのは、震災後の

復興計画を見てもわかるとおり、現実を知らな

いというほかはない。実際、人々の多様なライ

フコースの一時期に、それにフィットしたカジ

ュアルな住宅を利用するということは必ずしも

悪いことではない。特定の雇用とだけ結びつい

た寮や簡易宿泊所を地域型の自由な勤労者住宅

とすることや、地域から孤立した福祉施設や病

院等を、生活の「器」と社会関係の観点から変

えていくということができれば、これらの住宅

に不足していた生活基盤としての役割が、ある

程度は発揮できると考えられる。事実、そうし

た住まいづくりは、ささやかな形であれ、すで

に地域で模索されようとしているのである。

だが、むろんこのようなカジュアルな住宅を

含めて、住宅の選択やその移動をスムーズにし、

市民としての権利義務の行使を保障していくた

めには、住宅費用の保障が欠かせない。日本に

おいて住宅費用の保障は、企業がその多くを代

替し、他方、公営住宅の家賃政策や生活保護制

度の貧困救済のなかに埋め込まれてきた。また、

さまざまな福祉施設や病院は福祉サービスや医

療サービスのなかにその「ホテルコストjを事

実上吸収し、結果的に、衣食など日常生活費と

住宅、医療や福祉サービスの仕分けを保障項目

として明瞭にしてこなかった。このため、たと

えば年金受給で在宅でケアを受けている人と、

施設や病院でケアを受ける人の不公平などが取

りざたされてきたわけである。

だが、たとえば生活保護の中の住宅扶助を単

給化し、これをベースに地域ごとに低所得層へ

の包括的な家賃補助が実現すれば、賃貸住宅だ

けでなく、「ホテルコスト」と呼ばれる福祉施

設や病院の費用の支払い、労働型住宅から一般

住宅への移動等に、平等で実質的な裏付けがつ

いていくことになるし、選択した住宅による不

公平感が緩和される。さらに、このような住宅

費用保障は、たとえば非営利セクターに先に述

べたような新しいタイプの寮や施設、グループ

ホーム等の供給の経済的基盤を与え、結果的に

多様な生活拠点の供給が拡大すれば、その効果

はかなり大きなものとなろう。

むろん、すでに住宅手当を持っている国でも

ホームレス問題はある、という反論があろう。

だが、この裏付けを持っている場合は、少なく

とも「器jのなかに入る可能性は大きい。問題

は「器jが第2、第3の生活基盤の意味を付与

されているかどうかである。また、ホームレス

問題はパターン①のように多問題型としても出

現するので、別な問題としては、住宅手当やカ

ジュアルな住宅とセットになった社会サービス

の不足ということになる。この点は、もはや住

宅のセーフテイネットワークの域を越えた課題

であろう。
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エディトリアルノート

本号の 3論文は、すべて理論モ 定要因分析を、 ordered probit 

デルに基づいた住宅に関する実証 modelを用いることによって、

分析である。分析の焦点、利用し 分析している。なお、実証分析の

いる住宅の移行時期の情報は、あ

くまで、各家計の将来の購入計画

に関する情報である。本論文でも

たデー夕、対象地域や時点が異な 背後にある住宅購入タイミングの 指摘されていることだが、本来で

るが、いずれも実証分析のもとと 理論モデルでは、家計が借家居住 あれば、住宅購入タイミングのよ

なる理論モデルが明確で、計量分 から出発し、その間住宅購入を目 うな動学的な問題を、理論と整合

析の手法も厳格に使用しており、 的とした貯蓄をして初めて住宅を 的な形で、実証的に分析するため

最近の学問的動向や、近年の重要 購入することを想定している。 には、パネルデータを用いて、実

な住宅問題を知るうえで、大きな 実証分析上の特徴は、住宅資産 際に住宅居住に関して移行した時

貢献をしている。

⑨ 

森泉陽子論文（「家計の住宅購

価格変動と資産額に関する不確実 期に関する情報を用いるべきであ

性を、近年著しい進展の見られる ろう。また、住宅購入タイミング

リアル・オプション・アプローチ には、住宅取得促進税制など、住

入タイミングの決定J）は、資産 の手法を取り入れて、住宅資産価 宅税制やその他の制度的な要因も

額と住宅資産価格の変動という将 格と金融資産収益率のドリフトと 影響を与えている可能性が大きい

来の不確実性を考慮、して、家計が ボラティリティという概念を導入 と考えられるが、これらの要因も

いつ住宅を購入するかという住宅 して、分析しているところにある。分析に取り込めれば、より興味深

購入タイミングを、 ordered 実証分析結果を見ると、住宅資産 い結果が得られるであろう。しか

probit modelで推計した実証分 価格のボラティリティが、住宅購 しながら、住宅購入タイミングに

析である。現在の日本のように、 入タイミングへ与える効果が有意 関する実証分析は、これまでほぼ

構造変化が進み、将来が容易には となっている。より具体的には、

見渡せない時代には、とくに、一 住宅資産価格の不確実性が増すと、

生借家に住み続けるか、あるいは 家計は住宅購入時期を遅らせるこ

人生の途中で持ち家居住へと移行 とが明らかになっている。また、

するかは、個人にとっても、政策 それによって、購入しない家計の

皆無であり、本論文は、きわめて

重要な貢献をなしているといえる。

⑨ 

吉田あつし・七修達弘論文

（「東京大都市圏における住宅建設

当局にとっても、重大な関心事で 割合も増加することが示されてい の空間的クラスタリングJ）は、

ある。したがって、本論文のよう る。さらに、蓄積された金融資産 住宅建設の空間的な不均一性の要

に、住宅購入の最適な時期（タイ や所得が増加すると、家計は購入 国分析を行なうことと、空間的な

ミング）が、どのような経済的要 時期を早め、購入しない予定であ 不均一性に影響を与える観測不可

因やライフサイクル要因に依存し った家計も住宅を購入することが 能な要因がどのようなクラスター

ているかを分析することには、重 示されている。さらに、購入予定 を形成しているかを検証可能な計

要な意義があるといえる。 時期として、ほぽ5年から10年を 量経済モデルを提案するという 2

森泉論文は、 1992年の住宅金融 境に、家計の行動が変化すること つの目的を持って分析された実証

公庫の『住宅需要動向調査』とい も明らかにされている。 研究論文である。具体的には、東

うクロスセクションの個表データ 本論文は、クロスセクション・ 京駅から60分の時間距離内にある

には住宅の購入計画の有無に関す データしか利用できないにもかか 1996～1998年の88市区のパネルデ

るカテゴリ化された移行時期の情 わらず、本来動学的な問題を実証 一タを用いて、住宅建設の要因分

報があることに着目して、本来は、 して、きわめて興味のある結果を 析を行なっている。被説明変数と

動学的な住宅購入タイミングの決 得てはいるが、ここで利用されて して、市区ごとの世帯当たり住宅
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着工戸数の対数を用いて、誘導形 では、隣接した地域の地域効果の 益を測定している。

で住宅建設関数を推計している。 空間的相聞がモデル化されている。 具体的には、便益を評価するた

住宅建設の空間的不均一性の需要 SC REMでは、供給サイドの要因 めに、ヒックスの等価変分を用い

サイドの要因としては、地域の社 は、空間相関のある変量効果とし ている。すなわち、便益の金銭的

会経済的要因（経済的属性、住宅 て捉えられている。推定結果を見 評価を、民間住宅に居住したとき

ストック、アメニティ）を、説明 ると、 SCFEMのほうが、よりょ に、公営住宅への入居によって得

変数として用いている。供給サイ くデータにフィットしており、住 られる効用水準と同じ効用水準を

ドの要因としては、住宅開発に対 宅建設を抑制する要因は、東京23 維持するのに必要な貨幣額と定義

する規制や公的社会基盤の溢れ出 区内や23区の東、西、北側のほう し、コプ＝ダグラス型の効用関数

し効果のようなものを考え、規制

の厳しさの市区間の差異も、住宅

建設の空間的不均一性に影響を及

ぼしていると想定している。

吉田・七係論文では、地域効果

のある計量モデルとして、 Spa-

が、南側と比べると小さいことが、 を用いて、住宅サービスにへドニ

明らかになっている。さらに、公 ック・アプロ チを適用して、便

共交通ネットワークが、クラスタ

ーを形成する要因のひとつと考え

られている。

元来、住宅供給サイドの厳密な

益を推計している。

分析結果から、公営住宅への住

み替えによって、世帯は、平均で

3万8925円（平均所得の約28.7

tially Clustered Fixed-Effects 実証分析は、需要サイドの分析と %）の利益を享受していることが

Model (SCFEM）と、 Spatially 比べて数が少なく、その意味でも、明らかになっている。また、家賃

Correlated Random-Effects 本論文は非常に価値のある貢献を 相当額と便益比の平均が0.87で、

Model (SCREM）の 2つのモデ している。ただし、東京大都市圏 1を下回っていることより、住宅

ルを提案し、これらのモデルを用 も、近年は都心回帰現象が顕著で の直接供給による公共住宅政策が

いて、東京大都市圏における 3年 あり、現在は、本論文の対象時期 効率性を損ねていることが示され

分の市区の住宅建設関数の誘導形 とは異なるクラスターを形成して ている。

を推計している。また、観測不可 いる可能性もある。また、市区を このように、森田・中村論文は、

能な要因の効果の大きさだけでは ひとつの地域と捉えることの是非 公営住宅入居前と入居後の情報を

なく、隣接したどの市区が空間的 も検証できれば、おもしろいので 巧みに利用することによって、公

クラスターを作っているかという はないだろうか。 営住宅入居世帯の便益を推計して

点にも焦点をあてている。 ⑨ おり、高く評価できる研究である。

SC FEMは、空間的クラスター 森田学・中村良平論文（「公営 ただし、民間住宅家賃関数の推計

構造を持つ固定効果モデルで、ど 住宅入居世帯の便益と消費選択の に使われている『週刊住宅情報』

の地域がどのクラスターに属して 変化J）は、岡山市営住宅を対象 のデータが、公営住宅入居者の従

いるのかを判断する統計的な手法 としたクロスセクション・データ 前の民間住宅の情報をどの程度正

(FS法と BS法）を提案している。 を使用しながら、公営住宅入居者 しく反映しているかによって、便

なお、 SCFEMでは、住宅建設の の、公営住宅への入居前に居住し 益の計測結果は、変わってくるだ

不均一性の供給サイドの効果は、 ていた民間住宅の家賃情報がある ろう。また、著者も指摘している

固定効果（クラスター効果）とし という点に着目して、その情報を ように、どのような効用関数を選

て捉えられている。一方、 利用して、パネルデータ的に、公 択するかにも、測定結果は、大き

SC REMは、空間的に栢関する変 営住宅入居前と入居後の 1対 1対 く依存するものと思われる。

量効果モデルである。このモデル 応による直接比較を行なって、便 (SM) 

エディトリアルノート 9 



研究論文

家計の住宅購入タイミングの決定

森泉陽子

はじめに

近年、日本においては、若年家計の持家率が

減少してきている。このことは、家計がはじめ

て住宅を購入する時期が遅くなっていることを

示唆している。借家居住から持家居住へと居住

形態を移行（テニュア転換）しようとしている

家計が、住宅購入の最適タイミング（時期）を

決定するときには、さまざまな経済要因および

ライフサイクル要因が関連する。なかでも、と

りわげ重要視されるのが家計の保有する資産額

である。どの程度の住宅を購入するかというこ

とは、どれほど資産を蓄積できるかに大きく依

存する。

持家への居住形態の移行の分析は、 Artie

and Varaiya (1978）に始まり、 Plaut(1984, 

1987）、 Brueckner(1986）、 Jones(1995）、

Deutsch and Schoepp (1993）がある。これら

のモデルは、 Artieand Varaiya 0978）のモ

デルを発展させ、資本の不完全性のもとで、家

計が直面する流動性制約（頭金制約）を導入し、

居住移行時期を明示的に分析することなく、流

動性制約のために家計が資産蓄積を行ない、こ

のことが消費を抑制している点に分析の主眼が

置かれている。

居住移行時期そのものに焦点をあてた分析に

は、 Plaut(1984,1987）、 Grossmanand Laro-

que (1990）がある。これらのモデルは、移行

時期を資産蓄積との関連で分析し、家計の住宅

購入は安全資産で頭金の目標額を蓄積できたと
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きのみが最適な時期であると帰結している。住

居移行モデルでは、家計は十分な頭金が蓄積さ

れた時期に住宅を購入するので、蓄積された資

産が購入タイミングにとってもっとも重要な変

数となっている。一方、蓄積された資産は、購

入するまでの時間に依存する。よって、どれほ

どの期間、住宅購入のための資産蓄積を行なう

ことと、いつ住宅購入をするかという住宅購入

タイミングは相互に関連をもっ。

これらの分析は確実性の世界のモデルであり、

家計が直面する不確実性を考慮していない。か

つ、住宅購入モデルではあるが、購入タイミン

グを明示的に分析したものではない。例外は

Plaut (1987）のモデルである。 Plaut(1987) 

は消費財としての住宅のほかに、資産としての

住宅に焦点をあて、その資産価格の不確実性が

住宅購入タイミングに及ぼす効果を分析した。

ここでは、住宅購入タイミングを明示的に扱っ

ている。このモデルでは、家計は借家に住んで、

いるときに頭金を金融資産で蓄積し、十分な金

融資産が蓄積されたときにローンを組み住宅を

購入するモデルである。家計は生涯にわたる家

計の効用最大化をはかるように、最適な住宅購

入時期を決定するが、その際には、さまざまな

不確実性に直面する。住宅購入のタイミングに

関連する不確実性には、所得、住宅資産価格、

住宅ローン金利、金融資産の収益率等に関する

ものが存在するが、これらの不確実性のうち、

Plaut (1987）は住宅資産価格の変動と金融資

産の収益率の不確実性に焦点をあてている。住



宅資産価格変動の不確実性をへッジするために、

家計は金融資産を蓄積し、ヘッジできるほど金

融資産が蓄積されたときが住宅購入の最適タイ

ミングである。しかしながら、 Plautモデルは

理論モデルであり、実証分析は行なっていない。

現在のところ、住宅購入タイミングを推定した

分析はほとんどない。本稿では住宅価格の変化

の不確実性を考慮した住宅購入タイミングの実

証モデルを提示し、推定結果を示す。

本稿の構成は以下のとおりである。第 1節で

は、主として Plautモデルに基づく実証モデル

と推定方法を記述する。第2節では用いられた

データの特性を明らかにし、第3節で推定結果

を示し、最後に結論を述べる。

l実証モデルと推定方法

以下の図 1に家計の住宅購入行動のライフサ

イクルが描かれている。

代表的家計は t二 0(tは時間）に誕生し、 T

期に死亡し、その聞に住宅を購入し、 T期に

は住宅は売却され、遺産（資産）が残る。家計

はまず、借家住まいからスタートすると仮定す

る。生涯のどこかの時点で住宅を購入すること

を計画している。家計は住宅購入のために借入

れをするが、資本市場が完全ではないために、

十分な資金を借り入れることはできない。した

がって、借家住まいの聞に住宅購入のために十

分な資産蓄積を行なわなくてはならない。この

個人の生涯は図 1のように 3つの時期に区分さ

れる。各期に対応して、それぞれ制約式がある。

所与の所得制約と各期の制約および借入制約の

図1 家計の住宅購入のライフサイクル

イ主宅購入 ローン完済

資産蓄積 I ローン返済

1期 2期 3期

t = 0 t = t, t = t2 t = T 

誕生（贈与） 死亡（遺産）

出所） Plaut (1987）より作成。
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もとで、家計は全期間（生涯）の効用と死亡時

(T期）における遺産あるいは資産を最大にす

るよう、最適な購入時期を決定するものとする。

借入制約については暗黙裡に仮定し、借入制約

が存在するために、流動性資産を蓄積する。各

期の家計の行動を記述すると、以下のようにな

る。

①はじめは借家に住んで家賃を支払い、住宅購

入のための資産蓄積を行なう。住宅は資産で

もあり、住宅資産価格は不確実性に晒されて

いて、確率変動をする。家計はこの不確実性

をへツジするために十分な金融資産を蓄積す

る。よって、住宅購入タイミングは資産蓄積

（率）に大きく影響を受ける。また、同時に

住宅資産価格の確率過程の特性にも依存する。

制約はこの期間の異時点聞にわたる所得制約

（初期時点の資産も含む）と、流動性制約

(W,>O、W は金融資産）である。

②十分な資産が蓄積された時（t1）に、住宅を

購入する。 1期で蓄積された資産の一部ある

いは全部と住宅ローンで購入をする。ここで

最適住宅購入額と借入れローン額を決定する。

住宅ローンは定期的に返済され、決められた

満期時（tz）に完済される。この期でも流動

性制約がある。

③住宅ローンを完済した後、死亡時（T）には

遺産が残る。遺産には住宅も含まれる。死亡

時期はわかっているものとする。

家計の最適な住宅購入タイミングは、図 1の

各期間における制約のもとで、生涯の効用と

T期における資産（遺産）を最大化するよう

に決定される。ここで住宅資産価格は不確実に

家計の住宅購入タイミングの決定 JI 
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変動し、ウィーナー（Weiner）過程（プラウ

ン運動）に従う。家計は住宅資産価格の過去の

変動から、そのドリフトとボラティリティを知

っているものとする。住宅資産価格は確率過程

に従うので、この不確実性をヘッジするために

金融資産を蓄積し、十分蓄積された時に住宅購

入をする。また、各期tにおいて家計は流動性

制約に直面すると仮定する。

一般的に住宅購入の計画をもっている家計は、

計画をもっていない家計よりも貯蓄をする。住

宅購入のための目的貯蓄（頭金貯蓄）をするか

らである。 Moriizumi(2003）によれば、日本

においてはそれがとくに顕著であり、住宅購入

の目的貯蓄が大きな貯蓄動機となっていること

は依然として事実である。かっ住宅貯蓄は貯蓄

動機では第 1位ではないが、その目標貯蓄額は

もっとも大きい。

Jones (1995）によれば、住宅購入の際の決

定的要因は流動性資産の額である。したがって、

1期にどれほど資産蓄積ができたかが、住宅の

大きさ、住宅ローン額を決める。蓄積された資

産と借入れで住宅購入ができない場合には、購

入タイミングは遅れることになる。 Plautモデ

ルでは、資産蓄積額、住宅ローン額、住宅購入

額は内生変数であり、各期の制約のもとで最適

購入タイミング t1が決定される。モデルは複

雑であり、最適タイミングは明示的にとくこと

はできていない。以下の実証モデルでは、

Plautモデルからの比較静学を中心に、 Artie

and Varaiya (1978）、 Brueckner(1986）、

Jones (1995）のモデルの帰結を取入れている。

Artie and Varaiya (1978）、 Brueckner

(1986）、 Jones(1995）などの住宅購入あるい

は持家への移行モデルでは、移行を説明する主

な変数は金融資産W、家計の所得y、住宅資

産価格、モーゲージ金利である。さらに、

Plautモデルは、借家居住の間も含めるモデル

であるので、家賃 Rも説明変数になる。以上

の変数が持家購入（移行）最適タイミングを決

定する説明変数である。さらに、 Plautモデル
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のように住宅資産価格、流動性資産収益率の不

確実性を考慮した場合には、住宅資産価格と金

融資産収益率のドリフトとボラティリティに依

存する。家計のスタート当初（t二 0）に贈与を

受けていれば、それも説明変数となる。

これらのモデルでは、住宅購入のトリガー要

因は流動性資産の蓄積額である。住宅購入には

ある額以上のまとまった頭金が必要である。外

生的に決定される借入れ制約もその理由である

が、住宅資産価格が不確実に変動している場合

には、外生的に決められる資産額（必要な頭

金）以上に、不確実性をへッジするための資産

蓄積額が必要となる。これが外生的かつ内生的

に決定される流動性制約である。

以上より、最適住宅購入時期は蓄積された資

産額に左右されるといえる。よって、 nを持

ち家に移行する真の連続的時期とすると、第 i

家計の最適購入時期は

T~二T(W1,X山 ε1) (1) 

と表される。ここで、 Xuは移行時期を決める

外生変数のベクトルで所得、家賃、住宅資産価

格と金融資産の収益率のボラティリティ、ドリ

フト、その他家計のデモグラフィック要因を含

む。 εiは誤差項である。一次取得者の住宅購入

時期は、ライフサイクル上の時点に大きく依存

するので、デモグラフイツク要因として、世帯

主年齢（AGE）を入れた。しかしながら、金

融資産価格の平均およびボラティリティの適当

なデータがないことから、実証モデルではこの

変数を除外した。また、推定に用いたデータは

クロス・セクションであることから、住宅ロー

ン金利は地域問で同ーとした。

住宅購入モデルでは、家計の資産蓄積は内生

的に決まるので、バイアスを避けるために

Jones (1995）と同様に操作変数を用いること

とする。説明変数は所得、職業、性別、年齢な

どのデモグラフイツク要因である。

モデルを線形に特定化し（以下では混乱のな

いかぎり添字iは省略する）、 W については、

先の操作変数を用いると、



T*=rW十/3'X1＋ε （2)

となる。ここで、 yは推定ノfラメ夕、 dは推定

パラメタベクトルである。

ところで、 nは各家計について観察するこ

とはできない。観察できるのはカテゴリ化され

た移行時期Tである。 Tは次の 6つに区分さ

れている。①2年以内、②3年以内、③5年以

内、④5年以上10年以内、⑤10年以上、⑥購入

しない九

TとT＊の関係は以下である2）。

Tニ O if T本三二0,

T二 1 if O<T＊三三μ1,

T=Z if μ1<T＊三二μz,
(3) 

T=3 if μz<T＊三三μa,

T=4 if μa<T＊ζμ4, 

Tニ 5 if μ4:S::T大

ここで、 μj,i=l，…，4は推定されるパラメタで

ある。 Tは（3）式から、 μj-1<T＊＜μ； のとき j番

目のカテゴリに入る。 Tは順序変数であるの

で、 Var（ε）＝lとノーマライズする。 ε～N

(0, 1）である。

よって、推定モデルは以下のようになる。

T*=rW十』＇Xi十ε

T=O if T本三三0,

T=l if O<T＊ζμ1, 

T=Z if μ1<T*:S:μ2, 

T=3 if μz<T＊ζμa, 

Tニ 4 if μa<T＊三二μ4,

T=5 if μ4三二T*

(4) 

εは正規分布するので、 φを確率分布関数とす

ると、各カテゴリの確率は以下のようになる。

Prob(T=O）＝φ（ /3'X), 

Prob(T=l）＝φ（μ1β＇X） φ（ ~ /3'X), 

Prob(T=2）＝φ（μ2β＇X） φ（μ1β＇X), 
(5) 

Prob(T=3）ニφ（μa-/3'X）一φ（μ2-/3'X),

Prob(T=4）＝φ（μ4β＇X） φ（μa /3'X), 

Prob(Tニ5）ニ1φ（μ4-(3'X)

ここで、 Xは、 W,X1を含む。すべての確率が

正の値をとるためには 0<μ1＜…＜仰でなくて

はならない。各変数の確率への（限界）効果は、

。（・）を確率密度関数とすると次のようになる。

oProbfT=Ol 。x ＝ゆ（/3'X）β，

。Prob[T=il
ox 

＝［φ（μ；ー1一β＇x)-</>(μJ一β’x）］β，j=l，…，4

。Prob[T=5]。x ＝ゆ（μ4 /3'X)/3 

(6) 

確率密度関数は正であるから、 T=Oの確率の

変化は係数dと必ず反対の符号であり、 T=5

確率変化は必ず3の符号と同じ方向となる。

それ以外の区分の確率の変化は φ（・）の大きさ

に依存する九以下では住宅購入タイミングの

推定を、 orderedprobitを用いて行なう。

2データと変数

用いられるデータは、『住宅需要動向調査j

（住宅金融公庫、 1992年度）である。このデー

タは全国の単身世帯を除く全世帯を対象に、持

家居住世帯、賃貸住宅居住世帯を含み、所得、

金融資産、住宅購入予定時期、購入予定住宅価

額、その他家計のデモグラフイツク特性につい

て調査している。標本数は3857であるが、本稿

では借家から持家居住への住居形態転換が分析

の焦点であることから、はじめて住宅を購入す

る一次取得者にサンプルを限定した。さらに、

購入計画の有無について回答のあったものは

（計画なしも含む）は766サンプルである。

金融資産のデータは世帯全体のものであり、

有価証券、貯蓄額の合計であるが、保険は除か

れている。所得も世帯全体の所得である。いず

れもこれらの 2変数は実数ではなく階級に区分

されたものであるので、各階級のメディアンを

用いた。

家計は過去の住宅資産価格変動から、ドリフ

トとボラティリティの情報を得るものとする。

推定では、過去の期間を1973～1993年とする。

住宅資産は建物と土地から構成されるので、そ

の価格も建物価格と地価からなる。推定はクロ

ス・セクションデータを用いるので、建物価格

家計の住宅購入タイミングの決定 13 



表1一変数の定義と記述統計

変数名 定義 z-• 

w•• （千円） 金融資産 7 ,411 

y （千円） 年間所得（税込み） 6,892 

R （円） 月額家賃 51, 728 

AGE 世帯主年齢 39.00 

volatility 地価のボラティリティ 4.452 

sample size 766 78 

注）金融資産、所得、家賃は地域格差指数でデフレートしである。

＊購入時期：ーは年以内、＋は年以上。

＊＊保険は除いてある。

表2ー OrderedProbitの推定結果

Estimates 

constant 0.8696 

volatility 0.06971 

y 0.1317 

w 0.1043 

R 0.0045 

AGE 。目0414

μI 0.3686 

μ, 0.8361 

μ, 1.2257 

μ, 1.8063 

sample size 766 

t 値

4.237 

6.332 

← 7 .219 

2.144 

3.916 

5.874 

7.937 

14.165 

18.858 

24. 991 

と地価の地域別・時系列別の平均と分散が必要

となる。地価に関しては、地域別・時系列デー

タ（公示地価）は利用できるが、建物価格の地

域別・時系列のデータが現在のところ利用でき

るものがない。よって、ドリフトに関しては、

住宅資産価格のドリフトを推定モデルに入れる

ことはできなかった。一方、住宅資産価格のボ

ラティリティは、建物価格と地価のボラティリ

ティに依存するが、建物価格には地域性が少な

く地域間変動は小さいのに対して、地価の地域

間変動は大きいことから、都道府県別公示地価

（国土交通省）の1973～1993年のボラティリテ

イを住宅資産価格のボラティリティの代理変数

とした。

データには住宅取得予定地（都道府県別）も

含まれているが、記入のないものについては、

現在の地域（都道府県）としたへさらに上記

のデータのほかに、『全国物価調査』（総務庁統

計局、 1992年）から消費者物価地域格差指数を
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平 均

3 5 5+ 10+ 購入しない

6,575 6,727 5,808 4,390 4,542 

7,307 6,480 6,453 5,661 5,346 

65,054 43,690 44,582 38 227 37 ,227 

40 70 40.50 39.16 37.28 45 74 

5.724 5.486 5.431 5.442 6.388 

56 100 102 153 277 

用いて、所得、金融資産、家賃をデフレートし

た。

分析に用いた変数とデータの記述統計は表 1

である。

3推定結果

推定結果は表2に示しである。すべての変数

の係数は 1%水準で有意である。

第 1節でも述べたように、 orderedprobitの

モデルでは、これらの推定パラメタの符号から

ただちに各説明変数の確率に与える効果を知る

ことはできないので、（6）式によって計算をする

必要がある。（6）式でもわかるように、確率の変

化の方向（正負）は各セルに対して必ずしも対

称ではなく、つまり、正負がある一定のセルで

反転するというものでもない。「 2年以内に購

入」（T=O）の場合の効果は推定ノfラメタの符

号と逆の方向で、「購入しない場合J(T二 5)

では同一方向であるが、その中間の場合では、

密度関数の値に依存する。

購入タイミングへの効果は表3に示した。各

変数の購入時期の確率に及ぼす効果である。

この表より、各変数の確率へ及ぽす効果は、

購入時期によって異なる。相対的に早く購入す

る場合5）と遅く購入あるいは購入しない場合と

で効果は反対になり、かつ大きさは非線形であ

る。「5年以上10年以内」に購入の場合は、各

変数の確率に及ぼす効果が反転するが、ほとん

ど変化がないと考えてもよい。このような限界

効果の変化の傾向は、すべての変数に共通であ



表3 変数の購入タイミング確率に与える効果

タイミ ング
変数名

2 3 5 5＋～10 10+ 購入しない

volatility 0.0100 -0.0058 -0.0075 -0.0039 0.0013 0.0259 

y 0.0189 0.0110 0.0141 0.0074 -0.0025 -0.0490 

w 0.0150 0.0087 0.0112 0.0059 0.0020 -0.0388 

R 0.0006 0.0004 0. 0005 0.0003 -0.0001 -0.0017 

AGE 0.0059 ← 0.0035 -0.0044 -0.0023 0.0008 0.0154 

る。つまり、変数の確率へ及ぽす効果は、一律

ではなく各セルによって大きさのみならず、変

化の方向も異なる。これが orderedprobitモ

デルの特徴である。

きて、各変数の購入タイミンク守確率へ及ぽす

効果を見てみよう。ボラティリティが高まると、

相対的に早く購入する確率は減少し、購入を先

に延ばすことがわかる。あるいは購入時期を無

限大に延ばし、購入しなくなる確率がもっとも

大きく増大する6）。このようなボラティリティ

の負の効果は、購入時期が先に行くにつれ、減

衰し、あるところで（この場合は購入時期が10

年以降）、効果は反転し購入確率は増加する。

「5年以上から10年以内jに購入する確率はほ

とんど変化しない。言い換えると、不確実性が

増し住宅資産価格の変動が大きくなると、住宅

をすぐ購入しようとしている家計は購入を先に

延ばし、住宅資産価格が低下するのを待つ。あ

るいは、一時的に購入を中止し、頭金を蓄積す

る。 l年、 2年と購入を先に延ばすので、遠い

将来に購入しようとしている家計と購入しない

家計の割合が増加してくる。早く購入しようと

している家計が減少し、その家計は購入時期を

延ばし、はじめから遅く購入しようとしている

家計も購入を延期し、なかには購入を中止する

家計もでてくる。「購入しないJ家計の割合の

増加がもっとも多くなる。

家計の現在の所得が増大すると、借入れ（返

済）能力が高まり 7）、多く借入れができるので、

早く住宅を購入する確率は増加し、遅く購入す

る確率は減少する。換言すると、所得が増加す

ると、早く住宅を購入する家計が増える。しか

表4一資産関数の推定結果

Estimates t 値

constant -6.828 -2 34 

AGE 0. 4730 3.67 

AGE2 -0.004 -2.81 

Life 0.097 0.1445 

Worker 0.0717 0.17 

Manager 2.519 2.72 

Bigfirm 1. 797 2.55 

Female 1.467 -1.407 

NM 0.124 0.54 

R' 0.08 

し、この効果は購入時期が遅くなるにつれて、

徐々に薄れていくが、「10年以上先に購入する」

確率は減少し、より早い時期に購入しようとす

る。よって、購入しない家計の割合はおおよそ

0.05減少する。家計の資産が増加すると、借入

制約が緩和され、かつ、頭金が早く貯まるので

早期に住宅を購入する確率は増加し、遅く購入

する確率は減少する。つまり、各時期に購入計

画を持っている家計が早くその計画を実行しよ

うとするので、早期購入の各セルの家計の割合

が増加する。それによって、相対的に遅く購入

する家計が減少する。

現行の家賃が上昇すると、早く購入しようと

するインセンティブが増加するので、購入確率

は増加し、遅い時期に購入しようとしている家

計の割合が減少する。賃貸住宅にず、っと住み続

け、持家を購入しないという家計の割合も減少

する。しかし、家賃の上昇は家計にとって負担

増となり、貯蓄ができなくなるので、早く購入

することは困難になる。結果として、購入確率

はほとんど変化しない。年齢の効果に関しては、
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計画時点における世帯主年齢にも依存するが、

家計の年齢が高まると、購入を先延ばしにする。

約0.01程度購入しない家計の割合を増加させる。

データには単身者は含まれていないので、各

購入時期の年齢は30歳台後半である。よって、

年齢が高まると、家計のライフステージが上が

り、住宅購入へ支出することが難しくなるのか

もしれない。

以上から、住宅資産価格の不確実性が増加す

ると、家計は住宅購入を先に延ばし、しかし、

所得、資産が増加すると、購入を早めることが

示された。これらの変数の購入確率に及ぽす効

果は、「5年以内に購入jしようとしている場

合と「10年以上先に購入」しようとしている場

合、および「購入しない」場合に及ぼす効果は

反対であり、また、「5年以上10年以内」の購

入確率に及ぼす効果はほとんどないことが示さ

れた。

最後に、資産関数の推定結果を表4に掲げた。

現在の所得を説明変数に導入したが、係数は負

となり、かつ有意ではなかったので、除外した。

年齢AGEとその 2乗 AGE2を説明変数に入

れた結果、年齢の効果が有意である。年齢が上

昇すると、資産が増加するが、その増加率は減

少していき、 2次の効果が働くことがわかる。

家計のライフサイクルの効果では、夫婦と子供

の世帯のダミー変数（Life）を導入したが有意

ではなかった。職業ダミーとして、雇用者

(Worker）と管理職（会社・団体の役員：

Manager）を分けて導入しその効果を見た。

管理職は他の職業の家計より多く資産蓄積を行

なっている。雇用者の係数は有意ではなかった。

また、大企業（Bigfirm）に勤務している家計

も資産蓄積が多いことも示された。世帯主が女

性の場合の効果については、係数は予想される

ようにマイナスではあったが、有意ではなかっ

た。世帯の資産であるので、世帯人員を導入し

たが、世帯人数の効果はマイナスであったが、

有意ではなかった。決定係数R2はたいへん低

いが、このようなミクロの資産関数の推定は、
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海外の分析例でもあてはまりがよくないことが

多い。説明力を上昇させることは、内外の研究

の目指すところである。

おわりに

家計がいつ住宅を購入するかということは、

ダイナミックなテニュア・チョイスの問題でも

ある。このことには、多くの要因が影響を与え

るが、本稿では、主として資産額と住宅資産価

格変動の不確実性を導入した。

本稿における住宅購入タイミングモデルは、

家計が借家居住からスタートし、その間住宅購

入を目的とした貯蓄をして初めて住宅を購入す

るモデルである。タイミングに強く影響を与え

るものは家計の蓄積された資産であるという先

行研究の理論的帰結を再確認したと同時に、資

産蓄積は住宅資産価格の不確実な変動をへッジ

するためであるという Plaut(1987）、 Jones

(1995）の結論をサポートした。このことは or-

dered probitモデルの推定から、住宅資産価格

のボラティリティがタイミングへ与える効果が

有意に検証されたことから明らかである。

本稿の特徴は orderedprobitモデルを用い

たことによって、購入時期によって各説明変数

の効果にかなり差があることを明らかにできた

ことである。説明変数の購入タイミンクーへ与え

る効果は、早く購入する場合と遅く購入する

（購入しないも含む）とでは逆になる。

得られた結論は、住宅資産価格の不確実性が

増すと、家計は住宅購入時期を遅らせることが

明らかになったことである。かつ、購入しない

家計の割合が増加することも示された。また、

蓄積された金融資産や所得が増加すると、家計

は購入時期を早め、購入しない予定であった家

計も住宅を購入することがわかった。これらの

結果は従来の研究の結果と一致する。また、実

証分析の結果から、購入予定時期、ほぼ「5年

から10年」を境に、家計の行動は変化すること

も明らかとなった。

以上の分析より、住宅資産価格の不確実性は、



家計の住宅購入タイミングに有意な影響を及ぼ

すことから、家計の住宅購入を刺激するために

は、住宅資産価格の変動を少なくすることが重

要であることが示された。これらの実証結果は、

持家政策を検討するとき、あるいは政策の効果

を考えるときに、購入時期をも考慮に入れるこ

との重要性を示唆するものと思われる。

しかしながら、依然として残された課題があ

る。まず、推定には導入することができなかっ

た金融資産収益率の地域別・時系列別データの

整備が必要である。これは金融資産と住宅資産

の代替性などを分析するためにも、不可欠であ

る。さらに重要な点は、住宅ローン金利変動の

不確実性が住宅購入タイミングへ与える影響を

組み入れたモデノレの構築と推定を行なうことで

ある。これらの課題に対処するためにも、パネ

ルデータの整備が待たれるところである。

＊地価ボラティリティのデータをご提供いただいた

清水千弘氏（リクルート）に感謝いたします。

｝王

1）住宅購入時期が無限大である場合を購入しないと

する。

2) ordered probitモデルについては、 Maddala

(1983）、 Green(2000）を参照。

3）このように orderedprobitの推定係数と限界効果

が対応せず、密度関数の計算をしなくては明らかに

ならない点が、 orderedprobitモデルの特徴である。

4）国勢調査によると、人口移動は同一都道府県が多

し〉。

5）以下では「5年以内（2, 3 , 5 ）」に購入する場合

を早い時期、「10年以降oo+J」に購入する場合を遅

い時期と呼ぶこととする。

6）確率の変化であるので、表 3の各変数の限界効果

の合計は、丸めの誤差を別として、ゼロである。

7）日本の場合は、所得 返済額比率による借入れ制

約が強い。典型的な例は住宅金融公庫による融資で

ある。
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研究論文

東京大都市圏における

住宅建設の空間的クラスタリング

吉田あっし・七篠達弘

はじめに

本稿では、市区ベースのパネルデータを用い

て東京大都市圏（以下TMAとする）におけ

る住宅建設の要因分析を行なうと同時に、それ

に関連した計量経済学上の問題を考察する。

住宅建設の空間的不均一

住宅建設は都市経済学のなかでも重要なテー

マのひとつであり、近年でも、 Topel and 

Rosen (1988）や DiPasquale and Wheaton 

(1994）、 Mayerand Somerville (2000）のよう

に多くの研究がなされてきた。これらの研究の

ほとんどは国全体の住宅建設を研究対象として

おり、都市圏内の住宅建設の空間的不均一性を

対象とはしてこなかった。 1990年代、日本経済

は深刻な不況を経験してきたが、その中盤以降

TMAの住宅建設は劇的に増加してきた。この

マクロレベルの増加は、低金利政策や住宅促進

税制の導入から説明することが可能である。し

かし、その増加が TMA内で必ずしも空間的

に一様であったわけではないことを説明するこ

とはできない。

本稿の目的は、第 1に、住宅建設の空間的な

不均一性の要因分析を行なうことである。

TMAを構成する市区は、生活水準やアメニテ

ィーに密接に関連する公共支出を決定したり、

地域の経済活動に対する規制を行なうことがで

きる。例えば、市区は高齢者介護や乳幼児の医

療費への財政的な支援を行なうことにより、地
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域の健康サービスの質と量に強い影響を及ぼす

ことができる。また、都市計画による土地利用

規制は、土地の用途を変更したり未利用地を住

宅用地として開発しようとするときに、その開

発に大きな影響を与えうる。

需要サイドの要因

健康サービスの質や公的教育施設に関心のあ

る人たちは、住宅を購入する際にはどこに住ん

だらいいのかを真剣に考えるであろう。

Tieboutモデルが予想するように、人々が異

質の選好を持っとすると、同じ選好を持つ人た

ちは同じ地域に住むようになるであろう。この

ような需要サイドの要因から TMAにおける

住宅建設の不均一性を説明できるかもしれない。

供給サイドの要因

他方、土地利用に対する規制は大規模な住宅

開発を費用のかさむものにし、困難にするかも

しれない。一般に、 TMAで供給される住宅の

多くはマンションのような大規模開発によるも

のであり、規模の経済により開発業者の開発コ

ストを相対的に小さくする。他方、市区にとっ

てみると、増加した住民に対する教育、福祉な

どの行政サービス負担が増え、行政費用を増加

させることになる。マンションの高さ規制や開

発面積に対する一定の割合を公共用地として提

供させるような厳しい規制は、開発コストを増

加させる。このような規制の厳しさの市区間の

差異は、供給サイドの要因として住宅建設の空
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間的不均一性に影響を及ぼすであろう。

観測不可能な要因の空間的クラスター

住宅建設とその空間的な不均一性に影響を与

える要因は観測不可能か、数値的に評価するの

が難しいので、計量経済モデルの説明変数とし

て取り込むことは難しい。例えば、開発業者が

マンションを建設しようとするとき近隣住民と

の合意が必要という規制がある場合には、その

規制の厳しさを数値的に評価するのは難しい。

したがって、これらの規制は観測不可能な要因

として取り扱わなければならない。さらには住

宅建設に関する規制はしばしば開発要綱や行政

指導という形をとって行なわれるが、それらは

必ずしも公開されているわけではない。また、

これらの規制は隣接している自治体で似ている

場合が多い。というのも隣接自治体は似たよう

な問題に直面しているからである。以上の理由

から、規制は観測不可能で空間的にクラスター

を作っている可能性がある。

さらに、地方公共財の質や量がどの程度住宅

建設に影響を及ぽしているのか評価することは

難しいので、これらの要因も観測不可能である。

魅力ある施設があると、その施設がある市区の

みならずその周辺の市区の住宅建設をも増加さ

せるかもしれない。このような「溢れ出し効

果」は、鉄道や地下鉄、道路などの交通ネット

ワークの社会基盤によって増幅させられる。

「溢れ出し効果」は、観測不可能な要因が空間

的クラスターを作る原因のひとつである。
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空間的構造を考慮したパネルモデル

本稿の目的の第2は、これらの観測不可能な

要因がどのようなクラスターをイ乍っているかを

検証可能な計量経済モデ、ルを提案することであ

る。これらの要因の効果の大きさがどの程度な

のかのみならず、隣接したどの市区が空間的ク

ラスターを作っているのかに関心がある。これ

らの効果は、パネルデータモデルでは地域効果

として扱われる。仮にこれらの効果のクラスタ

ー構造よりも観測可能な要因の効果の大きさに

関心があるならば、個々の市区に固定効果パラ

メータを与える通常の固定効果モデルを用いれ

ばよい。しかしながら、ここではクラスター構

造に関心があるので、この構造を捉えることが

できるモデルが必要である。本稿では、 2つの

タイプのモデルを提案する。ひとつは、空間的

クラスター構造を持つ固定効果モデル（spa-

tially clustered fixed-effects model : 

SC FEM）であり、もうひとつは空間的に相関

する変量効果モデル（spatially correlated 

random-effects model : SCREM）である。

本稿の構成

第 1節では、 SCFEMとSCREMとを簡単

に説明する。 SCFEMに関連して、どの地域が

どのクラスターに属しているのかを判断する統

計的な方法を提案する。統計学的な観点からは、

この問題はモデル選択の問題のひとつと考えら

れる。ここではリサンプリング法のひとつであ

るleave-one-outcross-validationを用いる。

その方法は誤差項の分布に関して頑健であり、

その計算も線形モデルの場合には簡単に実行す
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ることが可能である。モデル選択の 2つの手順

である forward-stepwise (FS）法と

backward-stepwise (BS）法も次節で紹介さ

れる。

SC REMでは隣接した地域の地域効果の空

間的相関がモデル化される。経済主体の行動の

空間的相互作用を議論する際に、空間的相関モ

デルが用いられる。 Netzand Taylor (2002) 

は、ロサンゼ、ルスにおげるガソリンスタンドの

位置データと提供されるサービスの種類のデー

タを用いて、立地理論から導かれる合意につい

て実証的に分析している。彼らは従属変数が空

間的に相関する Anselin(1988）の提案したモ

デルを用いた。本稿では地域効果の空間的相関

を、条件付正規分布を用いて表現する。 Cres-

sie (1993）は Anselinのモデルのような同時

決定モデルと条件付分布モデルの違いについて

議論している。パネルデータモデルの場合、

Ansel inのモデルを用いると、説明変数のひと

つである隣接地域の従属変数と地域効果との聞

の相関を考慮しなげればならない。これは、ラ

グっき従属変数が説明変数に含まれるパネルデ

ータモデルの場合と同じように、推定を複雑か

っ困難にする。

第 2節では、 SCFEMとSCREMとを用い

てTMAを構成する 3年分の市区の住宅建設

関数の誘導形を推定する。

l地域効果のある計量モデル

Spatially Clustered Fixed-Effects Model 

最初に SCFEMを定式化しよう。考慮して

いる地域の数を m とし、 q(q<m）クラスター

が存在すると仮定しよう。クラスターを観測す

ることはできないので、クラスターの数qと

クラスターの構造を統計的に見っけなければな

らない。すなわち、地域効果 Ui, i=l，…，mは

U1，…，Uqという q個のクラスター（クラスター

効果と呼ぶ）に分類されなければならない。

SC FEMは次のように表現される。

Y1t=X1tβ＋uq十V1t,
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iニ I，・・・，m;t=l，…，T;ifiξqth cluster (1) 

(1）式をベクトル形式で表現すると

Yt=Xtβ＋Douo十Vt,tニ l，…，T (2) 

となる。ここで、 D。はどの地域がどのクラス

ターに属するかを表す m×qのダミー行列であ

る。例えば、 s番目の地域と l番目の地域が同

じc番目のクラスターに属していれば、 Doのs

番目と l番目の行ベクトルの c番目の要素は 1

であり、それらの行ベクトルのその他の要素は

Oである。この千子列をクラスターダミー行列と

呼ぽう。

(2）式に基づいて、どのようにして統計的に

D。のランク（q）と構造を決定し、さらに Uoとβ

を推定するかを考察しよう。統計学的な観点か

らは、 D。のランクと構造を見つけることは統

計的モデル選択問題のひとつである。パラメー

タの数のもっとも多い最大モデルは U1，…，Umが

異なった値をとる場合である。この場合は地域

効果が標準的な固定効果モデルの固定効果にな

っている。他方、最小のモデルは U1，…，Umが同

ーの値をとる場合であり、この場合は pooled

modelになる。この最大と最小モデルの聞に

無数のクラスター分類の可能性が存在する。こ

こでは、累積予測誤差（aggregateprediction 

error: APE）をモデル選択の基準として用い、

それを leave-one-outcross-validationで推定

することにする。モデル選択問題では、説明変

数のすべての組み合わせをすべて試してみるこ

とは不可能であるから、一般には、 forward-

stepwise (FS）法か backward-stepwise

(BS）法が用いられる。本稿でもこれら両方の

方法を用いた。 FS法は最小モデルから出発し

てクラスターを分割したり、近隣の地域・クラ

スターを結合して APEを最小にする組み合わ

せを見つける。他方、 BS法は最大モデルから

出発して FS法と同じことを行なう。

変数選択問題の特徴

ここで問題になっている変数選択問題は通常

のそれとは以下の 2つの点で異なる。第 1に、



新しい説明変数はクラスターダミー行列の列ベ

クトルを分割することによって作られる。また、

説明変数の削除はその行列の列ベクトルを他の

列ベクトlレに統合することによって行なわれる。

例えば、 s番目と l番目の隣接する地域から作

られる c番目のクラスターが分割されるときに

は、 c番目の列ベクトルが2つの列ベクトルに

分割される。 h番目の地域がs番目のクラスタ

ーに結合される場合は h番目の地域に対応す

る列ベクトルが削除されて h番目の行ベクト

ルの s番目の要素の値がOから 1になる。第2

に、結合のプロセスは隣接条件に制約される。

隣接していない地域・クラスターを結合するこ

とはできない。クラスターダミー行列で表現さ

れるクラスターの構造が最適化のプロセスの過

程で変化すると、地域・クラスターの隣接状態

も異なってくる。したがって、最適化のプロセ

スで常に隣接性に関する情報を持っていなけれ

ばならない。この隣接情報を隣接行列で表現す

ることにする。

A(m）を最大モデルの隣接行列としよう。

すると A(m）は m×m の対称行列で、どの地

域とどの地域が隣接しているかを示している。

例えば、 (i,j）番目の要素が Iであれば、 i番

目の地域と j番目の地域は隣接していることに

なる。対角要素は定義によりすべて 1である。

隣接行列の引き数mは地域・クラスターの数

を表しており、隣接行列の次元と呼ぶことにし

よう。次元という言葉はクラスターダミー行列

でも用いられ、それはその行列のランクに等し

い。次元は、最大モデルでは mであり、最小

モデルでは 1である。

モデル選択プロシジャー： FS法と BS法

最初に FS法を説明しよう。初期状態では、

D(l)=lmかっ A(l)={l｝と設定される。説明

のためにわおよび Xi を y=(y；，…，y~）＇および

X=(Xi，…，Xげのj番目の要素およびj番目の

行ベクトルと定義しよう。すると APE(k）は

官官1T

APE(k）＝言市（yi-xift-i-d;(k)1.1i)2 (3) 

と計算される。ここで、 dj(k）は1T(8)D(k）のj

番目の行ベクトルであり、 /:J-jとGJはわ、 dj

(k）および、Xiをのぞ、いたデータにより推定され

たノfラメータである。

APEを最小にするクラスターダミー行列を

探すために、 stepwise法では分割ステップと

結合ステップの 2つのステップが必要になる。

(a）分割ステップ

全体からひとつの市区を選び、それに他とは

異なる地域効果のパラメータを与える。すべて

の可能な選択に対して APEを計算し、 APE

を最小にする分割を選択する。このことにより、

D（・）と A（・）の次元は大きくなる。

(b）統合ステップ

2つの隣接した地域・クラスターを選択し、

それらを結合させる。すなわち、それらに同じ

地域効果のパラメータを与える。すべての可能

な組み合わせについて APEを計算し、 APE

を最小にする組み合わせを選択する。このこと

により D（・）と A（・）の次元は小さくなる。

FS法は最初に分割ステップのみを繰り返し、

APEを最小にするクラスターダミー行列を見

つける。例えば、初期状態から j番目の地域が

最初のステップで選択されたなら、 D(2）は 2

つのベクトルから作られる m×2行列になる。

ひとつは、 j番目の要素のみ Oで、残りはすべ

て1をとるベクトルで、もうひとつは、 j番目

の要素のみ 1で、残りはすべて Oをとるベクト

ルである。 A(2）はすべての要素が 1である

2×2行列である。このプロセスを繰り返すこと

によって、分割ステップで一時的に最適化され

たクラスターダミ一行列と隣接行列が得られる。

次に、前段階で最適化された状態から、分割

と統合を繰り返す stepwise法によって APE

を最小にする組み合わせを見つける。このプロ
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セスでAPEのさらに小さな組み合わせを見つ

けることができなくなったところで、プロセス

を終了させる。

BS法では、 D(m)=ImとA(m）からはじめ

る。最初に統合ステップのみを行ない、 APE

を最小にするクラスターダミー行列を見つける。

それから、 FS法と同じように stepwise法を

繰り返して最適な組み合わせを求める。

Spatially Correlated Random-Effects Model 

SC REMでは、 i番目の地域変量効果 U1の条

件付分布が以下のように定式化される。

f(ud{ui,iεN1})= 

1/ J2Jfexp［会（U1 - j~ ACijUj rJ 
ここで、 N1はi地域に隣接している地域の地

域番号の集合である。 Cuは隣接ダミーであり、

cu=Cii-cu=Oを満たし、かっ i地域と j地域

が隣接していればcu=l、そうでなければcli=

Oである。パラメータ λは隣接地域の影響の

大きさを表現している。この大きさは、隣接す

る市区の方向や隣接長には影響を受けないこと

に注意が必要である。このことは空間相関を表

現する上で、かなり制約的である。

このとき、地域変量効果の同時分布は、

u～N(Om，σ~~ ）， ~＝（I-,tC)-' 

となる。ここで、 Cはm×mの行列で、その

i,j要素は Cuであり、 C=A(m）である。ただ

し、 I一λCは非特異でなければならないから、

λの取れる範囲は制約される。今、 e，三二ez三二…

三二emをCの固有値であるとする。 λの取れる

範囲について 3ケースが考えられる。第Iに、

O<e1であれば、 λ＜e；；；＇である。第 2に、 e,<

O<emであれば、 e!'<,l<e；；；＇である。最後に

em<Oであれば、 e1'<,tである（より詳しくは

Cressie 1993、第 6章参照）。この同時分布か

ら最尤法を用いてパラメータを推定することが

できる（詳しくは Yoshidaand Shichijo 2003 

を参照）。
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2実証分析

この節では、住宅建設関数を推定し、住宅建

設に影響を与える要因とその影響の大きさを検

証する。東京駅から60分の時間距離内にある

1996年から1998年の88市区データを用いた。横

浜市や川崎市の区は独立して統治権限を持たな

いが、それぞれ18区と 7区を分析対象市区に含

めた。というのも、それらの区の人口は平均的

な市と同じくらい大きく、また、他の地域とは

異なる社会経済的特徴を持っており、それらに

関するデータが集計されているからである。東

京23区は、制限はあるが一定の統治権限を持っ

ている。公共支出計画を決定することができ、

都市計画や住宅開発に対する規制を設けること

ができるが、地方税に関連した政策を決めるこ

とはできない。

主な説明変数

本稿では、市区ごとの世帯当たり住宅着工戸

数の対数を被説明変数として用いた。本稿で推

定するのは住宅建設関数の誘導形であるから、

需要サイド、供給サイド双方の変数が含まれて

くる。第 1に、住宅需要に影響を及ぽすような、

地域の社会経済的要因である。これは住宅建設

の主たる要因である。仮に、これらの要因がす

べての地域で等しげれば、住宅需要は世帯数に

よってのみ決定されることになり、世帯当たり

の住宅建設はすべての地域で等しくなろう。実

際には、社会経済的特徴は地域によって大きく

異なる。本稿では、社会経済的特徴を、「経済

的属性」「住宅ストック」「アメニティー」とい

う3つのカテゴリーに分解した。「経済的属性」

は、世帯所得、東京駅までの時間距離から構成

され、「住宅ストック」は世帯当たり住宅数と

住宅ストックの平均年齢から構成される。さら

に「アメニティーjは、人口密度、世帯当たり

の教育関連公共支出、大学進学率、 1000世帯当

たり病院数・診療所数で構成される。これらす

べての変数は対数を取っている。



表 1－推定結果

空間クラスター効果モデル（SCFEM) 空間相関量 線形回帰
with泊モデル

FSi去 BS法 モデル（SCREM) モデル（LR)

定数項 -2.088 (1.086) 2.580(0.691) 

経済的属性

世帯所得 1目008(0.137) 0.904(0.176) 0.586 (0.317) 0.181 (0.209) 0.335 (0. 745) 

東京駅までの時間距離 -0.008 (0.003) -0.196 (0.013) 0.001 (0.008) 0.001 (0.005) 
住宅ストック

世帯当たり住宅数 0.564 (0.255) -0.927 (0.291) 0.687 (0.522) 0.600 (0.335) 

住宅年齢 -0.343 (0.186) 2.615 (0.284) -0.227 (0.438) 0.435 (0.281) 

アメニティー

人口密度 0.245 (0.040) -0.950 (0.064) -0目220 (0.087) -0.193 (0.052) 2.卯9(0.鎚8)

教育への公共支出（世帯当たり） 0.208 (0.025) 0.274 (O目054) -0.136 (0.044) 0.071 (0.029) 0.263 (0.077) 

大学進学率 0.175(0.029) -0.128(0.046) 0.038 (0.063) 0.089 (0.045) 0.135 (0.090) 

病院数（1000世帯当たり） 0.047 (0.021) 0.065 (0.032) 0.085 (0.053) 0.019 (0.037) -0.117 (0.092) 

診療所数（1000世帯当たり） 0.184(0.038) -0.451 (0.061) 0.145 (0.089) 0.250 (0.051) -0.120(0.369) 

世帯当たり公園数 0.877 (0.038) -0.896 (0.039) 0.190 (0.033) -0.076 (0.023) 0.895 (0.049) 

λ 

クラスター数 50 69 
修正 Rz 0.842 0.873 
累積予測誤差（APE) 0.012 0.015 

注）（ ）内は推定値の標準誤差。

第 2に、住宅開発に対する規制や公的社会基

盤の溢れ出し効果のような供給サイドの効果も

考慮、している。これらの影響は SCFEMでは

固定効果（クラスター効果）として捉えられて

おり、 SCREMでは空間相関のある変量効果

として捉えられている。

推定結果によるモデル選択

表 1には SCFEM(FS法と BS法）、

SC REM、線形回帰（LR）法およびwithin法

による推定結果が示されている。最初に、 LR

推定値と within推定値とを比較してみよう。

within推定値はすべての地域に地域固定効

果のある withinモデルに対応しており、

SC FEMかSCREMのいずれが正しいモデル

であっても、効率的ではないが推定ノfイアスは

ない。他方、 LR推定値は地域固定効果がない

pooled modelに対応し、 SCREMが正しいモ

デルのときはバイアスがないが、 SCFEMが正

しいモデルのときにはバイアスを持つ。世帯所

得や人口密度のような重要な説明変数の LR推

定値の符号は within推定値と等しい。世帯所

得はいずれの方法でも有意ではないが、人口密

度はいずれの方法でも負で有意である。人口密

度の効果は、 within推定値のほうがLR推定

0.168 (61.432) 

1 88 
0.015 0.249 0.869 

0.067 0.017 

値よりも大きい。修正Rzと累積予測誤差のい

ずれのモデル選択の指標で、見ても、 withinモ

デルは LRモデルよりも優れている。したがっ

て、地域効果を考慮しない LRモテゃルは考慮の

対象からはずすことにする。

第 2に、残りの 3つのモデルのうち

SC REMに着目しよう。 3つのモデルともに、

世帯所得の推定値は正で有意であり、人口密度

の推定値は有意に負である。これらの変数につ

いては SCFEMの推定値の符号や大きさは

SC REMと非常によく似ている。他方、住宅

ストックを構成する要因は有意でトはないし、世

帯当たりの教育への公共支出は有意に負である。

この結果は SCFEMの推定結果や within推定

値とは異なる。さらに、 SCREMの修正Rzは

イ也のモデルよりもかなり小さくなっている。し

たがって、 SCREMは他のモデルと比較して

この用いられたデータに対してはあまり当ては

まりのよくないモデルといえ、捨てることにす

る。

第 3に、 withinモデルと SCFEMとを比較

してみよう。 withinモデルは東京駅までの時

間距離や住宅ストックに関係した変数など、時

変的でない説明変数を用いることができない。

それらは、他の地域効果と同じ固定効果として
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図1 推定されたクラスター効果の空間的分布

東京駅

S回凶αtionof Cius防ーE町民H・1.24 2.21 (21) ・0.98 1.24 (14) 
圏 0.59 0.98 (18) 
図 1.77 0.59 (12) 
口 2.77 1.77 (22) 

捉えられてしまうからである。このような変数

の効果について議論できない点が withinモデ

ルの欠点のひとつである。 within推定値の符

号や大きさは、人口密度を除いてほとんど

SC FEMと同じである。しかしながら、世帯所

得は SCFEM推定値とは異なり有意ではない。

さらに、累積予測誤差は SCFEMよりも大き

い。したがって、 SCFEMのほうがwithinモ

デルよりも望ましい。

最後に、 SCFEMの推定法のうち、 FS法と

BS法ではいずれが望ましいのかを議論する。

推定値の符号は、世帯当たりの住宅数、病院数

および診療所数で異なっている。それらは BS

法では負であるが、 FS法では正である。クラ

スターの数は、 BS法では69であるが、 FS法

では50である。クラスターの数が多くなると、

推定値はより非効率的になる。とくに、クラス

ターの構造を議論するときには推定値の効率性

は重要である。修正R2はBS法のほうが FS

法よりも高くなっている。しかしながら、 FS

法の累積誤差は BS法より小さい。修正R2が

説明変数の多いモデルを採用しがちな点を考慮

に入れると、 FS法を用いて SCFEMを推定し

た結果がこれらのモデルの中ではもっともよい

モデルと考えられる。

推定結果の開尺

FS法を用いた SCFEMの推定結果について
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図2ークラスターの空間的分布

入＼

Cluster 2 一一I

Cluster 3 t=司
Cluster4 園田

Cluster 5a・・
Cluster 5b瞳翻

Cluster 7 ・・
Cluster 8 ・・

詳しく見ていこう。「経済的属性」変数に関し

ては、世帯所得は有意に正である一方、東京駅

までの時間距離は有意に負であることから、東

京駅に近く所得の高い市区では世帯当たりの住

宅建設が多いことがわかる。「住宅ストック関

連」変数では、世帯当たりの住宅数の符号は正

で有意であるが、住宅年齢は負で有意である。

これらの結果は、早い時期に住宅開発がなされ

た地域における住宅建設が困難であることを反

映している。これらの地域では、無数の個人が

小さい土地を所有している。多くの土地所有者

は老人の年金生活者で、土地に深い愛着を持っ

ているので、家を売ったり建て替えたりするイ

ンセンティブはない。したがって、大規模住宅

開発は非常にコスト高になり、住宅建設は抑制

される。

「アメニティー」を構成する変数の推定値は

1000世帯当たりの病院数を除いて有意である。

人口密度、大学進学率、公園数は負の影響を持

つ。対照的に、世帯当たりの教育関連公共支出

や1000人当たりの診療所数は正の効果を持つ。

これらの推定結果は、大学進学率と公園数をの

ぞいて合理的な結果である。一般に、大学進学

率の高い高校は市区をまたがる広い地域の中心

に位置している。高校生は郊外から中心地に立

地する高校に通学する。ところで、それらの中

心地は早くから開発されてきているので住宅開

発に規制がある場合が多い。したがって、大学



進学率はある地域の教育環境のよい代理指標で

あるとはいえない。都市公園が負で有意なのは、

住宅開発が容易な郊外では自然環境が多く残っ

ているために中心部ほど公園が必要ではないか

らである。

図 1は、クラスター効果の推定値の空間的分

布のコロプレス図であり、図 2は、クラスター

の空間的分布のコロプレス図である。クラスタ

ー効果の推定値が大きいほど、観測できない要

因が住宅建設により大きな正の影響を与えてい

ることになる。図 1から、住宅建設を抑制する

要因は、東京23区内や23区の東、西、北側で、

その南側と比較して小さいことがわかる。

説明変数には、住宅の建築コストに影響する

ような要因は含まれていない。一般に、 TMA

で建築される住宅のほとんどはマンションであ

る。大規模住宅開発は、規模の経済により建設

コストを小さくし、また消費者をひきつけるが、

開発に関する規制も多い。ゾーニングや地区計

画による規制によって開発者が追加的に負担す

ることになるコストは市区によって異なる。こ

れらの規制はモテ‘ルの地域効果で表現されてい

る。推定結果から、住宅建設を抑制する要因は、

東京23区内および23区から見て束、西、北側に

比べて南側で大きいことがわかる。

図2から、 8つの区から構成される最大のク

ラスターが横浜市にあることがわかる。 18の区

のうちの 8つの区から構成される。次に大きな

クラスターは横浜市と川崎市を横断している。

5つの市区からなる 2つのクラスターが23区内

と23区の西側の境界上に存在する。何がクラス

ターを形成させているのかを明確にすることは

難しいが、 大きなクラスターが23区内や横浜

市、｝｜｜崎市に存在することから、発達した公共

交通ネットワークがクラスターを形成する要因

のひとつであると想像できる。横浜市や川崎市

の場合には、区が独立した統治権限を持ってい

ないことも要因のひとつであると考えられる。

小さいクラスターは主たる鉄道に沿って存在し

ている。

3結論

本稿では、空間的クラスター構造を持つ固定

効果モデル（SCFEM）と空間的に相関する変

量効果モデル（SCREM）を用いて東京大都市

圏における住宅建設の要因分析を行なった。こ

れらのモデルでは、住宅開発に対する規制や公

的インフラストラクチュアの溢れ出し効果がク

ラスター効果や変量効果として表現されている。

SC FEMとSCREMを用いて住宅建設関数

を推定したところ、 SCFEMがよりよくデータ

にフィットしていることがわかり、住宅建設を

抑制する要因は、東京23区内や23区の東、西、

北側で、その南側と比較して小さいことがわか

った。また、クラスターの構造から、公共交通

ネットワークがクラスターを形成する要因のひ

とつであると想像できる。

＊この研究は、文部科学省科学研究費補助金（課題

番号15200021)および全国銀行協会学術研究振興財団

からの補助を受けている。
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研究論文

公営住宅入居世帯の便益と
消費選択の変化

森田学・中村良平

はじめに

公営住宅は、公営住宅法の目的にも述べられ

ているように、民間借家では適切な条件の住宅

を見つけることが困難な世帯を対象としている。

これは、住宅が生活を営む上で必要不可欠な基

盤であり必需財の面も持ち合わせているのに対

し、住宅市場において最低限必要な住宅サービ

スを受けられない低所得層世帯が存在するため

である。

実際、公営住宅は、民間部門によって供給さ

れる同一条件の住宅よりも低廉な家賃で提供さ

れており、公営住宅入居世帯は、住宅サービス

水準の向上や家賃負担の軽減等による利益を享

受している。

しかし、公共部門が提供する住宅は、そこに

住む世帯が望ましいと思うものとは希離する傾

向も否定できず、そのため世帯の消費選択に歪

みをもたらし、資源配分の効率性を損なうこと

がある。つまり、所得補助の場合と比べて、住

宅の提供は非効率となる傾向が強いのである。

他方、近年の厳しい財政事情のなかで、住宅市

場のセーフテイネットとしての役割に対しても

厳しい目が向けられている。したがって、公営

住宅への入居によってどの程度の便益が発生し

ているのか定量的に評価することは、公営住宅

制度を考える上で重要な意義を持つ。

中村・森田（2000）では、公営住宅居住世帯

のデータを用いて、居住者便益を評価し、所得

補助との比較を通してその効率性について検証
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を加えたが、本稿では、公営住宅入居前・入居

後の 1対 1対応のデータを利用し、入居による

世帯の消費選択の変化を明らかにするとともに、

世帯にどの程度の便益が発生しているのか定量

的に示す。

なお、便益評価にあたっては、 Hicksの

「等価変分 (EquivalentVariation）」を用いる

が、その測定のためには効用水準を表す無差別

曲線が推定される必要がある。つまり、効用関

数もしくは Hicks型の（補償）需要関数が特

定化されねばならない。

従来の研究では、効用関数として、 DeSalvo

(1971, 1975）と Wongand Liu (1988）では

Cobb-Douglas型関数が、 Olsen and Barton 

(1983）では Stone-Geary型関数が、 Murray

(1975' 1980）では一般化CES型関数が、それ

ぞれ用いられている。また、これらの研究では

住宅サービスは同質であり、単一の指標で比較

可能であると仮定している九

しかしながら、住宅サービスを同質財として

とらえると、本来異なる住宅特性を価格に反映

できず、計測値に偏りをもたらす可能性がある。

そこで、 Quigley(1982）や DeBorger(1985, 

1986' 1987）は、住宅サービスにへドニツク・

アプローチを適用しているが、へドニツク関数

が通常非線形であることから、予算制約式も非

線形となっている。

Quigleyは、へドニック関数の非線形性によ

る非線形予算制約式に対して、効用最大化の 1

階の条件を用いることによって、左辺を各特性
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のへドニック限界価格とした連立方程式体系を

構築し、効用関数パラメータを間接的に推定す

ることを可能としている 2）。

一方、 DeBorger(1986）は、特性のインプ

リシット価格を定義することによって予算制約

式を線形近似している。また、 DeBorger 

(1987）では、住宅サービスを特性ベクトルの

束ではなく、同質財として捉えた場合、便益

（等価変分）が過大評価されることを理論的に

明らかにしている。ただし、入居者が欲する住

宅特性群と提供される住宅特性群が一致した場

合には、両者の計測値が一致することも示され

ている。

上記の関連研究の主たる分析結果は次のとお

りである。 Murray(1980）は、 Murray

(1975）と同様の推計方法を用いて、家賃補助

プログラムと公営住宅プログラムによる厚生変

化をそれぞれ推計、比較し、それぞれの供給コ

ストの推計も行なっている。 Murray(1975) 

では、供給コストはユニット当たりの市場価値

を17%超えるとの前提を置いて分析を行なって

おり、適切な動機付けを与えられれば民間部門

は低所得層世帯向け住宅を供給することが可能

であるとの結論を得ている。

Wong and Liu (1988）では、公営住宅家賃

と公営住宅市場価値額との比から住宅サービス

l単位当たりの暗黙の補助金額を導出し、等価

変分を計測している。その際、観測不能であっ

た家計の住宅サービスへの支出割合を、世帯特

性を用いて推定している。公営住宅の市場価値

額を計測するためにへドニック・アプローチを

用いているが、評価モデ、ルの効用関数は住宅サ
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ービスとその他の財からなる 2財モデルで、住

宅サービスは同質財と見なされている。さらに

便益の世帯特性への帰着について、公営住宅部

門家賃と民家住宅部門家賃との比率を特性のひ

とつとして取り込んで分析している。結果、香

港においては、公営住宅と民間住宅の家賃格差

を縮めることが効率と公正の面から正しいと思

われると指摘している。

本稿では、効用関数を Cobb-Douglas型に特

定化し、住宅サービスの表現についてはへドニ

ック・アプローチを適用する。

次の第 1節では、分析における理論的フレー

ムワークについて述べる。そこでは、一般的な

便益評価の概念と、 Cobb-Douglas型に関数型

を特定化した具体的なへドニック・モデルによ

る便益尺度に関して説明する。第2節では、実

証分析に用いたデータの解説を行なう。第3節

では、第 1節のモデルに基づいた実証モデルを

設定し、第2節で解説したデータを用いて実証

分析を行なう。そこでは、公営住宅居住者の入

居前の家賃支出データを用いて便益を計測し、

その結果について考察する。最後に、実証分析

から得られた結果と今後の課題について述べる。

1分析のフレームワーク

居住者便益

公営住宅への入居によって、世帯が享受する

便益を測定するための概念を述べる。

世帯の効用は、 2財（住宅サービス： h、そ

の他の財： x）の消費水準からなり、その効用

関数を

u=u(h, x) (1) 
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図1 公営住宅における居住者便益
x 

A’ 

A 

x, 
Xm 

。

とする 3）。

u, 

hm B h, B’ h 

世帯の所得を y、hとxの価格をそれぞれr

とPxとすると、予算制約式は

このとき生じる便益の金銭的評価は、民間住

宅に居住したときに公営住宅への入居によって

得られる効用水準 Usと同じ効用水準を維持す

るのに必要な貨幣額として定義される。これは、

Hicksの等価変分(EV）として知られており、

支出関数を用いてこの概念を表現すると、

EV=y(r, Px; Us)-y (4) 

となる 6）。図 1でみると、 AA’がその他の財の

価格（px）で評価した場合の EVに相当する。

ここまでは、住宅サービスを同質財として扱

ってきたが、本来、住宅は立地条件、建築構造、

床面積等がそれぞれ異なっており、ひとつとし

て同じものはない。しかも、住宅サービスを構

成する特性が取引される市場が存在していない。

こうした住宅サービスの特殊性に対処する方法

y=rh+pxX 

となる 4）。

(2) として、それを多数の特性ベクトルの束として

世帯が、（2）式によって表現される予算制約の

下でhとxについて効用最大化行動をとると

き、達成される消費水準は図 Iの無差別曲線

Um上の点 E(hm,Xm）で示される。

いま、この世帯が、住宅サービスが hsであ

る公営住宅に居住し、他の財の消費量が Xsで

ある場合に享受する効用 Usを、

表現・把握しようとするへドニック・アプロー

チカまある。

このアプローチでは、住宅サービスを特性の

束で表現し、その集合的な概念hは、それを

構成する特性からなるベクトルとして h=[h1, 

…，hn］で表現される。ここで、 h1,i二 l,... ,nは

n種の住宅特性を表している。

したがって、住宅サービスはおのおのひとつ

Us= U (hs, Xs) (3) の特性ベクトル hを有しており、それに対し

と表す。

公営住宅では、政策的見地から一般的に家賃

が民間住宅と比べて低く抑えられている。そこ

で、公営住宅の家賃を Rsとし、同じサービス

水準の民間住宅の家賃を Rwとすると、 Rw>

Rsが成立することになる。これは、その他の

財の消費水準が高まることを意味している九

逆に、同じ家賃水準の民間住宅と比べるとサー

ビス水準が高くなる。それは、たとえば、図 1

における hs>hm,Xs>Xmなる点 Fにおいて、

て家賃がつけられているとすると、民間住宅サ

ービスの家賃関数は

R = R (h1, ... ,hn) (5) 

と示すことが可能である。

このとき、（2）式は、 y=R(h1,... ,hn）十PxXの

ような非線形制約式になるが、観測値（hi)近傍

で線形近似（ 2次以降の項を無視）することに

よって、

～ oRI oRI 
Y=ahilh¥h!+・ ·＋石lhhh~+pxx 

(2)' 

所得一定の下で 二 r1h1＋…＋rnhn+PxX

u(hs, Xs) =us>Umニ u(hm,Xm) と書き改められる九ただし、 r1は住宅特性h1

が成立することである。図 1では、無差別曲線 のインプリシット価格である。

Us上の点 Fで公営住宅入居時の消費水準が示 世帯がこの予算制約の下でhとxについて

されている。 効用最大化行動をとるとき、最大化された効用
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表1 公営住宅入居世帯データの概要（標本数208)

平均値 標準偏差 最小値 最大値 度数 % 

所 得（円） 83,417 95,263 。 640,645 

世帯主年齢（歳） 48.33 17.94 20 89 

世帯構成員数（人） 2.11 1.06 1 6 

世帯主性別（男性） 97 46.6 

（女性） 111 53.4 

世帯主婚姻状況（配偶者あり） 68 32.7 

（配偶者なし） 140 67.3 

表2一住宅データの概要（標本数208)

平均値 標準偏差 最小値 最大値 度数 % 

入居前 家 賃（円） 44,408 14,102 10,000 75,000 

専有面積（m') 29.87 7.18 17.39 49.69 

都心。R岡山駅）までの距離（km) 4.16 2.66 0.41 15.19 

入居後 家 賃（円） 20,200 10,539 。 55,400 

専有面積（m') 52.78 12.63 31.20 76.30 

建築年（西暦年） 1980. 6 13.2 1949 1995 

都心句R岡山駅）までの距離（km) 4.64 2. 71 1.59 15.19 

構 造（木造） 10 4.8 

（軽量鉄骨） 29 13.9 

（鉄筋コンクリート） 169 81.3 

注）専有面積（入居前） = 1.82 x 0.91×（畳数＋ 6)

水準は間接効用関数 る需要関数は h1ニ αiy/r1, i=l,. .. ,nとなる。

v=v(r1，…山， Px;y) いま、この世帯が、住宅サービスがhs=

によって表現される。また、間接効用関数に効 [hs1，…，hsn］で家賃が Rsの公営住宅に居住して

用水準 V二日を与え yについて解くと、支出

関数

yニ y(r1，…，rn,Px; u*) 

が得られる。

したがって、（4）式の等価変分は、

EV=y(r1，…，rn, Px; Us) -y 

と書き換えられる。

Cobb-Douglas型効用関数の場合

ここでは効用関数を Cobb-Douglas型に特定

化し、住宅サービスについてはその異質性を考

慮し、へドニック・モデ／レを用いた便益計測モ

デルを構築する。

まず、世帯の効用関数は、

Qμ 
X
 

寸
1
1
1
1
1
1
J

α
i
 

’H
 

nHH 

r－
－

E
し

一一u
 
で示される。ただし、 L:P~1a1 ＋ β＝ 1 とする。

世帯がh1とxについて効用最大化行動をと

るとき、（6）式と（2）＇式より、住宅特性 h1に対す

いるとすると、その効用水準は

β
s
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1
l
l
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(7) 

となる。この効用水準と同じ水準を民間住宅で

得るために必要とされる貨幣額については

(4)' 

Ys＝［トヤβ［喜作釦
と表される。したがって、公営住宅居住の便益

尺度である等価変分は、

EV=ys y 

＝［立（引っ陣r-y 附

＝［割引l月午－y

(6) 
となる。

2データ

実証分析で用いるデータは、岡山市住宅管理

課から提供されたもので、平成9年度、もしく
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図3一入居による専有面積の変化図2 入居による家賃の変化
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円ある。しかしながら、公営住宅では共益費を

徴収しておらず、入居前の家賃に共益費が含ま

れていないことを考慮すると、公営住宅への入

居による住宅費の節約額は家賃差額よりもさら

に大きいといえる。所得がゼロとなっているサ

ンプルを除いた家賃負担比率の平均値は入居前

で40.1%、入居後で18.2%となっており、入居

により家賃負担が軽減されていることがわかる。

専有面積については、世帯平均で入居前と後

で22.91m2の差があり、公営住宅への入居によ

って住宅から享受するサービスの水準が高くな

っていることがうかがえる。都心までの距離は、

JR岡山駅を都心の中心地と定義して住居の所

在する町内の地理的中心地から都心までの直線

距離を計測したものであるが、公営住宅への入

居により入居前と比較して平均約0.5km都心か

ら遠ざかっている。しかしながら、入居前と入

居後の住居間の直線距離は平均で3.9kmほどあ

り、入居に際して、 JR岡山駅を中心とする同

心円上の地域を選択している可能性がうかがわ

れる。なお、鉄筋コンクリート構造のサンプル

が入居住宅に占める割合が81.3%と高いが、こ

れは公営住宅の多くが4階建て以上の集合住宅

入居前専有面積入居前家賃

は平成10年度の公営住宅の入居者募集に応募し、

平成11年3月31日時点において公営住宅に居住

する世帯に関するものである。新規入居世帯は

318世帯あるが、このうち公営住宅入居前に居

住していた民間住宅の家賃が明らかな208世帯

を分析対象とする。これによって、パネルデー

タ的に入居前と入居後の 1対 1対応の直接比較

が可能となる。

データには、世帯特性に関するものとして、

所得、世帯主年齢、性別、婚姻状況、世帯構成

員の年齢、性別および世帯主との関係などが含

まれている。また、住宅特性に関するものとし

て、家賃、専有面積（畳数）、建築年、建築構

造、間取り、所在地などが含まれている。

表1は、公営住宅入居世帯に関する基本統計

量を示している。ここで、所得は平成11年度の

年間総所得を12で除したものである。平均値は

8万3417円となっているが、このうち所得がゼ

ロとなっているサンプルは80世帯あり、これを

であるためである。

公営住宅入居による住宅サービス水準の向上

および家賃負担の軽減には世帯聞で大きなパラ

除いた平均値は13万5553円となっている。 208

世帯のうち、母子家庭は54世帯、高齢者世帯は

60世帯ある九

表 2は、公営住宅入居前と入居後の住宅に関

する基本統計量を示している。入居前の家賃の

平均は 4万4408円、入居後の家賃の平均は 2万

200円となっており、その差は平均で 2万4208
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表3一民間住宅データの概要（標本数540)

平均値 標準偏差 最小値 最大値 度数 % 

家 賃（円） 64,748 15,529 35,000 140,000 

専有面積（m') 51.93 11.48 21.14 111 

建築年（西暦年） 1991.5 5.8 1973 2000 

都心(JR岡山駅）までの距離（km) 4.8 3.0 0.4 17.5 

構 造（木造） 6 1.1 

（軽量鉄骨） 297 55.0 

（鉄筋コンクリート） 237 43.9 

ツキがある可能性がある。このことを詳しくみ 表4ーへドニツク家賃関数で用いた変数

るために示したものが、図 2、図 3である。

図2は、入居による家賃の変化を示したもの

である。これをみると、入居前の家賃が高いほ

ど、入居後の家賃が高くなる傾向がうかがえる。

所得が高いほど支払える家賃も高いものとする

と、公営住宅の家賃が所得スライド制を取って

設定されていることが関係しているものと考え

られる。なお、入居前の家賃と入居後の家賃の

差は、住宅サービス以外の財・サービスに費や

すことのできる可処分所得の増分として捉えら

れるが、わずかにプラスといった程度の世帯も、

なかには見受けられる。すなわち、（原点から

ヨ｜いた） 45度線近傍にポイントがある世帯もあ

る。

図3は、入居による専有面積の変化を示した

ものである。これをみると、入居前の専有面積

によって入居後の専有面積に相違があるとは言

えない。逆の見方をすれば、入居前の専有面積

が狭いほど、入居による床面積の増分が大きい

といえる。ただし、なかには、床面積の増分が

マイナスとなっている世帯も見受けられ、公営

住宅への入居により住宅サービス水準が低下し

ている世帯もある。

3実証分析

家賃関数の推定

民間住宅家賃関数を推定する。民間住宅家賃

関数を推定するために用いるデータは、平成12

年 4月時点の『週刊住宅情報』（KG出版）に

掲載されたアパート・マンションの賃貸情報で、

専有面積、建築年が記載されている岡山市内の

変数 変数名

R 民間住宅家賃（円／月）
hi 専有面積（m2)

h, 築後経過年数（年）
h, 建築構造（鉄筋コンクリート構造の

場合は 1のダミー変数）
h, 都心(JR岡山駅）までの距離（km)

ものである九したがって、データは貸主ある

いは仲介業者の依頼により掲載されたものであ

り、当該時点において空室のものである。

表3に、民間住宅に関する基本統計量を示し

ている。ここで、都心までの距離は、 JR岡山

駅を都心の中心地と定義してサンプノレの所在す

る町内の地理的中心地から JR岡山駅までの直

線距離を計測したものである。都心までの距離

は平均4.8kmとなっており、先に述べた入居前

の住宅の平均値と大きな差異はない。また、平

均専有面積は51.93m＇となっており、入居した

公営住宅の平均値とほぼ同じである。

(5）式の推定を行なう際に選択した変数につい

ては、表4に示している。専有面積は住戸の規

模を、築後経過年数および建築構造は建物の性

能を表す特性である。また、都心 (JR岡山駅）

までの距離は利便性を表す特性であると考えら

れる。

関数形は、対数線形を交えた形の

In R=ao十a,In h，十a2ln h2十a3h3十a4ln h4 

と定式化した。これは、市場家賃関数を意味し

ている。また、 a。からむまではパラメータで、

期待される符号条件は、専有面積、建築構造に

ついてはプラス、築後経過年数、都心までの距
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表5 家賃関数の推定結果

変数記号 推定値 t－値

定数項 8.492 ( 89.17) 

lnh1 0.711 ( 30.50) 

lnh2 -0.062 (-8.84) 

h, 0.066 5.91) 

lnh, -0.096 ( 11.70) 

R' 0.778 

R' 0.776 

表6一便益計測結果

平均値 標準偏差 最小値 最大値

EV 38,925 12,311 7,985 83,819 

t.Rs 44, 117 9,967 12,652 84,572 

efficiency 
0.87 0.16 0.23 0.99 

(EV／ムRs)

注）月額所得がゼロとなっている世帯と 5万円を下回っている世帯

については、年金や生活補助費を考慮、し、月額所得に一律5万
円を上乗せしている。

離についてはマイナスである。 支出シェアをそのパラメータに採用し、

推定結果は表5に示したとおりである。自由 州 旦旦~ Rj(hm1，…，hm4) 

度修正済み決定係数の値は0.776となっている。 ホi-Yi - Yi 

また、すべての説明変数に関してパラメータの

符号条件は満たされており、 1%水準で統計的

にも有意である。

家賃の専有面積に対する弾性値は0.711とな

っており、築後経過年数に対する家賃の弾性値

は－0.062となっている。都心からの距離につ

いては、家賃の弾性値が←0.096となっている。

建築構造に関しては、鉄筋コンクリート構造住

宅であることによって家賃が約6.6%高くなっ

ている。

便益計測

等価変分の計測にあたっては、効用関数のパ

ラメータの特定化が必要となる。 Cobb-

Douglas型の効用関数の場合、各財の指数（パ

ラメータ）がそれぞれの財への支出割合を示す

ことになる。したがって、それぞれの世帯の家

賃と所得を用いることで効用関数のパラメータ

が推計できる 10）。このとき、公営住宅入居後の

家賃支出の割合を用いると、入居前と比べて住

宅サービスに関する効用のウェイトが小さくな

る。これは、公営住宅への入居によって住宅サ

ービスに関するウェイトが小さくなることを意

味するが、入居前と入居後で各財に対するウェ

イトは同じであり、公営住宅への入居によって

結果的に家賃支出のシェアが低下していると考

えるのが妥当である。

したがって、ここでは公営住宅入居前の家賃

32 季刊住宅土地経済 2004年夏季号

(9) 

によって、住宅サービスに対する効用関数のパ

ラメータを推計する。ここで、品i=L:f~o向で

あり、添字のjは各世帯を意味する。また、へ

ドニック価格関数における第i特性のインプリ

シット・プライス r1は、

, aR1 
r11h1~• 。。

によって求められることから、特性観測値の近

傍で線形近似することによって各特性のウェイ

トαりは、

αii I ~I ",_ l l 
L oh1 lh，ニhmu-"UmつYi

仏
日
付l
 
（
 

として与えられることになる11),12）。

以上から、表5の家賃関数の推計結果と（9）式

nn式にデータを適応することによって（8）式の

等価変分が計測される。

表 6は、計測された等価変分(EV）と、家賃

補助相当額（ムRsニ Rw-Rs）に関する基本統計

量を示したものである。

計測結果によれば、公営住宅への住み替えに

より、世帯平均で 3万8925円の利益を享受して

いるといえる。また、平均便益の平均所得（13

万5553円）に対する比率は約28.7%となってい

る。ただし、便益が7985円となっている世帯も

存在し、公営住宅入居による便益にはある程度

のバラツキも存在している。

等価変分の家賃補助相当額に対する比（これ

をefficiencyとする）をみると、世帯平均値が



図4一等価変分と費用便益比
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0.87となっており、 1.0を下回っている。この

ことは、家賃補助相当額を一般補助金として世

帯に支給するほうが、費用便益の観点からは効

率的であるという理論を実証的に検証している

ことを意味する。ただし、費用便益比（effi-

ciency）が0.99となっている世帯も存在し、ま

た、最大値と最小値で、0.76の差が出ていること

から、公営住宅供給の効率性についても世帯間

で無視できない差異が存在していると考えられ

る。

このことを詳しくみるために示したものが、

図4、図 5である。

図4は、等価変分と費用便益比の関係を示し

たものである。これをみると、等価変分が高い

ほど、費用便益比も高い傾向がうかがえる。見

方を変えると、公営住宅への入居によって得ら

れる満足度が低い場合、補助の効率性は低いと

いうことになる。

図5は、家賃補助相当額と費用便益比の関係

を示したものである。これをみると、家賃補助

相当額が同じであっても、費用便益比が相当程

度異なる世帯が存在することがわかる。このこ

とは、公営住宅の供給にあたっては、住宅困窮

世帯の消費動向を把握し、より効率的な制度に

調整していく配慮が欠かせないことを意味して

いる。

図5一家賃補助相当額と費用便益比
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おわりに

本稿では、公営住宅入居前・入居後の 1対 1

対応のデータを用いて、公営住宅への入居によ

る世帯の消費選択の変化を明らかにするととも

に、世帯に発生する便益を推計した。

実証モデルの構築にあたっては、効用関数を

Cobb-Douglas型に特定化し、住宅サービスに

ついてはへドニック・アプローチを用いている。

中村・森田（2000）では、データの利用可能性

から、民間住宅家賃関数で評価した公営住宅の

市場評価家賃を用いた家賃支出シェアをパラメ

ータとして採用したが、ここでは、入居前の家

賃支出シェアをパラメータとして用いて分析を

行ニなっている。

分析の結果、公営住宅への住み替えにより、

世帯は平均で 3万8925円（平均所得の約28.7

%）の利益を享受していることが示された。便

益は住宅サービス水準の向上や家賃負担の軽減

等によって生じているが、専有面積の増加分が

平均22.61m'、そして家賃負担軽減額が平均 2

万4208円であることが示されている。便益の家

賃補助相当額に対する比は平均0.87となってお

り、低額所得層世帯への所得再分配を住宅の直

接供給によって行なうことで、効率性が損なわ

れていることが実証された。

以上のことから、同質の民間住宅よりも低廉

な家賃で提供される公営住宅への入居によって、
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世帯の消費が変化し、便益が発生していること

が明らかとなった。このことは、公営住宅が住

宅市場のセーフテイネットとしての役割をそれ

なりに果たしていることを表している。しかし

ながら、公営住宅供給の効果は世帯により大き

なバラツキがあり、住宅困窮世帯の消費動向を

把握しながらより効率的な制度に調整していく

ことが必要でトあろう。

今後の課題としては、効用関数の選択の相違

が推定に与える影響の検証があげられる。また、

今回は岡山市営住宅を分析の対象としたが、地

域によっては公営住宅供給の効果が異なること

も考えられ、公営住宅制度を包括的に評価する

には、地域間の比較を行なう必要性があるとい

える。

11）推計にあたっては、公営住宅入居前の住宅の築後

経過年数と建築構造が不明であることから、

「3食引｜ ' l 1 R耐

ぬj=La正lh,=

としてパラメ一夕を求めている。ここで、《（ハッ

ト）は推定値であることを示している。なお、

αOj＝仇J ~t=1au とする。

12) Cobb Douglas型効用関数のパラメータは財の支出

割合を示すものであるが、ここではデータの制約上

から所得額を支出額の代用とし、 β＝（y← Rm)/yとす

る。
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2主

1) Murray (1975, 1980）では、住宅サービス（もし

くは住宅財）の定義として、米国労働統計局の調査

における住宅サービス量を 1とした場合の比率を用

いている。

2）効用最大化の l階の条件を用いた推定は、すでに

Murray (1975）が、住宅サービスとその他の財から

なる 2財モデルにおいて実施している。

3）住宅サービスは同一市場家賃の下では無差別であ

るとする。

4）公営住宅は r、Pxに影響を与えないものとする。

5）公営住宅へ入居したときのその他の財の消費水準

はお＝（y R,)/Pxで与えられる。

6）直接供給による住宅補助の場合、居住者便益の推

定にあたっては間接効用値よりも直接効用値を用い

るほうが望ましいことがDeSalvo(1971）において示

されている。

7）他の条件が不変の下での特性h，の変化に対応した

価格の変化額、すなわち、特性の限界評価額を r1と

する。

8）高齢者世帯とは、 60歳以上の者のみで構成される

世帯である。

9）間取りがワンルーム形式の物件はサンプルから除

去している。

10）これは、入居世帯の所得水準によって効用関数の

形状（パラメータの大きさ）が異なることを意味し

ている。
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都心への近接性の重要度の増加
リピート・セールスデータの使用

McMillen, D. P. (2003）“The Return of Centralization to Chicago: Using Repeat Sales to Identify 

Changes in House Price Distance Gradients，” Regional Science and Urban Economics, Vol.33, pp.287 

-304. 

はじめに

日本において「都心回帰jと呼ばれる現象が叫ば

れて久しい。近年、多くの人々が都心に住宅を求め

て移り住んできている。 2004年の公示地価において

も、都心の住宅地では上昇地点が現れる一方で、地

方では多くの地点で下落が続いている。もちろん、

これにはいくつかの理由が考えられるが、ひとつに

は、近年、都心への近接性の重要度が高まってきて

いることが考えられる。

本稿で、紹介する島1cMillen論文

Centralization to Chicago，，は、アメリカのシカゴ

市の住宅市場において、都心（CED:Central 

Business District）への近接’性の重要度がどのよう

に変化してきているかを実証的に分析した論文であ

る。分析の結果、 1980年代半ばにおいては、 CED

からの距離は、シカゴ市の住宅価格に有意に影響を

与えていなかったが、 1990年代に入ると、状況は一

変し、 CEDからの距離が住宅価格に影響を与える

ようになったことが示される。そして、 1990年代の

終わりまでには、 CEDから 1マイル離れるごとに、

住宅価格が8%以上も下がるようになったことが示

される。

推定には、へドニック法に加え、リピート・セー

ルス法、さらには、フーリエ展開法が用いられる。

リピート・セールス法は、 Bailey,Muth and Nour-

se (1963）によって提案された手法で、 2度以上取

引が行なわれた住宅のデータ（リピート・セールス

データ）を用いて、住宅の価格指数を推定する方法

である I）。また、フーリエ展開法とは、三角関数の

級数で表現されるフーリエ展開を利用した手法で、

これにより、スムーズな推定値を得ることが可能に

なる。そして、それぞれに関して、 CEDから 1マ

イル離れるごとに住宅の価値が何%変化するかを示
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すCEDグラディエントを推定する。

以下では、第1節で、これら 3つの推定モデルを

説明し、第2節では、使用されるデータを解説する。

第3節では推定された CEDグラディエントの指数

を示し、第4節では、その結果の解釈を行なうこと

にする。

1 3つの推定モデル

①へドニツク法

t時点における、住宅 iの価値（V代）が以下の

式で表されるとする。

logV＂ニ001＋δ1tu,+02 log B1+ 03 S,+ o. A1t 

＋β＇X，＋αlogL，十εIt

(1) 

ただし、 uはCEDからの距離、 Bは建築面積、 Sは

2階建て以上ダミー（その建物が2階建て以上なら

ば1）、 Aは築年数、 Xは観察されない変数、 Lは敷

地面積をさす。

(1）式は、標準的なへドニック関数である。ただし、

係数のふとれは、時間とともに変化することが考

慮されている。ここで、 001=0と基準化すれば、時

間ダミー変数の係数である002…占師は、「質調整済み

(quality adjusted) Jの価格指数を表すことになる。

同様に、 CEDからの距離uと時間ダミー変数の交

差項の係数であるδ12…δITは、 CEDグラディエント

の指数を表す。

②リピート・セールス法

上記のへドニツク法では、住宅の属性を示す変数

に欠落があった場合、推定された価格指数や CED

グラディエントの指数はバイアスをもっ。このよう

なバイアスを取り除くために、リピート・セールス

法を用いる。 McMillen論文における、リピート・

セールスのモデルは、（1）式を書き直すことにより、

以下のようになる。



Yu-Y1s=Oot Oos＋（δ1t-01s)U1十o.(Au-A1s)
(2) 

十 εItεIS

ただし、 Y1sはs期（s<t）に売却された、住宅 i

の価値の自然対数を表している。

(2）式は、最小二乗法によって推定することができ、

欠落している住宅属性の変数があっても、不偏推定

量を得ることができる。標準的なリピート・セール

スモデルとの違いは、ここでのモデルでは、 CBD

までの距離と時間ダミー変数との交差項である、 T

十 1個の説明変数を含んでいることである。 δ11二 O

とおけば、 012…OITは、 CBDグラディエントの指数

を表すことになる。また、 002…OoTは価格指数を表

す。なお、このような拡張は、住宅価格の係数が時

間とともに変化するいかなるものにも適用できる。

③フーリエ展開法

ここでは、 Gallant(1981, 1982）およびMcMil-

Jen and Dombrow (2001）に従い、フーリエ展開

法を用いてスムーズな指数を作ることを試みる。具

+ /qct(cos(qz，）←cos( qzf) )u,] 
(3) 

＋εIt一εIS

価格指数は、

α1z＋α2Z2十全（iiqsin(qが／q(C州qz）一ゆ

CBDグラディエントの指数は、

ぬdZ＋α2dZ2＋全（iiqdsin(qz)＋η仰 s(qz)-1))

となる。詳細は、 McMillenand Dombrow (2001) 

を参照されたい。

2データ

1983年 1月1日から1998年12月31日において、シ

カゴ市で行なわれた単一世帯用住居の、すべての取

引を含むデータセットを用いる。このデータは、税

の記録から得られるものであり、実際の取引価格を

示している。ここから、住所や販売日が抜けている

ものや、ビルの大きさ、階数、敷地面積がこの期間

で変化しているものを除くと最終的に、この期間内

体的には、時間を連続変数として扱うことによって、 で2回以上の取引をしている 5万2972のサンプルが

リピート・セールスモデルである（2）式を改良する。 得られる。

使用するデータは同じとし、 Tを1 (1983年 1月1

日）から5844(1998年12月31日）の連続変数として

定義する。 McMillenand Dombrow (2001）では

住宅価格における時間トレンドを表すg(T）という

連続関数が用いられているが、 CBDからの距離に

対する係数についても同様の関数を用いることにす

る。

T，とTfを、それぞれ住宅 iの売却日と、以前の

売却日とし、 z,=2πTI/max(T）、 zf=2πTUmax 

(T）と定義する。すると、フーリエ展開法による推

定式は以下のようになる。

Y1t Y1sニ αi(z, zr)十α2(d zf2) 

＋主［i!q(sin（甲，） sin(qzr)) 

十／q(cos( qz,) cos( qzr))] 

十α1ctCz1 zf)u，十 α＇2d(z~ zr2)u1 

＋会［iiqhi仰，）州qzr))u,

3推定結果

まず、 CBDグラディエントが四半期ごとに変化

するとして、（1）式を基本とするへドニック回帰分析

を行なう。説明変数は全部で132個（定数項、 CBD

からの距離、建築面積、階数、築年数、敷地面積、

63個の四半期ダミー、 63個の CBDからの距離と四

半期ダミーの交差項）となる。決定係数は0.360、

F値は75.93となり、 CBDグラディエントが時間を

通じて一定であるという帰無仮説は棄却された。図

1は、 CBDグラディエントの95%信頼区間を表し

ている。観測期間の初期では、 CBDグラディエン

トは正もしくは、ゼロと有意な差はなかった。この

期間、シカゴ市の住宅市場では CBDへの近接’性の

影響は失われていた。しかし、 1990年代に入り、

CBDグラディエントは有意に負の値をとるように

なる。とくに、 1991～1992年の不況時に急激な下落
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図2 CEDグラデイエントの指数図1ーへドニック回帰によるCEDグラデイエント
(95%信頼区間）
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第 1に、 CBDでの雇用が増加し、新たに雇用さ

れた労働者がより職場に近い住宅を求めたことがあ

げられる。 1983～1990年の聞に CBDの雇用は11.8

%増加した。一方、市内のそれ以外のところでは雇

用は3.3%しか増加していない。 1992～1997年にお

いては、 CBDの雇用が4.1%増加したのに対し、市

内のそれ以外のところでは0.5%のみの増加であっ

た。そしてこの CBDでの雇用増加は、その付近で

の居住人口を大幅に増加させた。 1990～2000年の聞

に、シカゴ近隣の“Loop”、“NearSouth Side”、

“Near North Side”の人口は、それぞれ37.1%、

39.3%、15.9%も増加した。一方、市全体では1990

年代を通じて人口はわずか4.0%の増加であった。

第 2に、 CBDにおいて、高額な賃金を支払うサ

ービス部門の仕事が集中するようになり、そのこと

が CBD近隣での住宅の需要を増加させたことがあ

げられる。先に説明した CBDにおける雇用の増加

は、高額なサービス部門の雇用増加に偏っていた。

実際、 1982年から1997年にかけて、製造業・卸売業

が CBDの雇用に占める割合は、 22.5%から10.7%

に下落したのに対し、サービス部門の占める割合は

30.9%から44.6%に上昇した。この高額なサービス

部門は、子どもがいないような若い専門家を雇う傾

向があるが、このような若い人々は 1人で住む、も

しくは仕事をしている他人と一緒に住む傾向がある。

1983 1985 1987 1989 1991 1993 1995 1997 （年）

が起きた。そして観測期間の最後では、 CBDから

1マイル遠ざかるにつれ、 8%以上住宅の価値が下

がるようになった。

図2は、へドニック法、リピート・セールス法、

フーリエ展開法2）によって推定された CBDグラデ

イエントの指数を表している。ヘドニックによる

CBDグラディエントの指数は、 CBDの係数から

δ11を差し引くことによって作成されている。図か

ら明らかなように、ヘドニック法では、 1990年代前

半でCBDグラディエントの指数の急激な下落が推

定されている。これは、 CBDからの距離の変数と

相関関係にある、欠落した変数の存在によるものと

考えられる。この種のバイアスを排除しているリピ

ート・セールス法による推定結果と、フーリエ展開

法による推定結果は、緩やかな CBDグラディエン

トの下落を示しているが、なお有意に変化をしてい

ることがわかる。

長い期間にわたり、 CBDからの距離が住宅の価

値に大きな影響を与えてこなかったにもかかわらず、

近年になり、なぜCBDへの近接性の重要度はシカ

ゴ市において増加したのだろうか（なぜシカゴ市の

中心地における住宅の価値は大きく上昇したのだろ

うか）。その原因として以下の 2つが考えられる。

4考察
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そして、まさにこのような世帯が職場の近くに住む

ことに特別のプレミアムを払っているため、 CBD

への近接性の重要度が増加するようになったと考え

られる。

おわりに

本稿では、シカゴ市において都心への近接性の重

要度が増加してきていることを実証的に明らかにし

た McMillen論文を紹介した。もちろん、著者も指

摘するように、この傾向が今後も続くかどうかの判

断をするのは早すぎる。シカゴの大部分の雇用は今

でも郊外に残っており、都心では多くの社会問題を

抱えている。しかし、都心が再生に向かっているこ

とは強く感じられる。

日本の都市において、同様な傾向が存在するのか

を実証的に分析することも興味深い。ただし、シカ

ゴ市において都心への近接性の重要度が増加した背

景には、都心部のスラムの環境が改善され、そこに

一般の人々が住み、働けるようになったことが大き

く影響していると思われる。日本の都市を考える場

合は、このような違いに十分考慮をして分析をする

必要があるであろう。

投稿論文募集

｝王

1）日本におけるリピート・セールス法の応用例は、中

村 (1998）などを参照。

2 ) McMillen and Dombrow (2001）の時と同様に、 Q

>2の場合でも指数は大きく変化しなかったため、 Q

=2として推定をしている。
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センターだより

⑨近刊のご案内

『戸建住宅の防犯性向上に関する

調査』

近年の国際化の進展に伴い、わ

が園の都市型犯罪の発生件数が増

加するなか、住宅における犯罪発

生（窃盗、強盗など）も急増して

いる。

従来、日本家屋は今日のような

犯罪多発社会を想定していないた

め、今後は防犯設備機器の活用に

限らず、建築の企画・設計の段階

から「犯罪に強いj住宅づくりを

考える必要がある。

共同住宅については平成13年 3

月に国土交通省より「防犯に配慮

した共同住宅に係る設計指針」が

示され、その普及・啓発が図られ

ているが、戸建住宅については指

針がない。本調査はこの点をふま

え、戸建住宅における防犯設計の

指針につながるよう、第 l章「住

編集後記

例年より早く梅雨入りした日の翌

朝は思ったより明るい曇り空で、雨

に濡れた木の葉は緑に輝き、地面に

は小さな水溜りができました。

葉桜の並木に沿って咲く紫陽花に

惹かれて少しだけ遠回りして職場に

向かいました。

オフィス街に次々開店するコンビ

ニエンス・ストア。そこで売ってい

る外国製の雨傘の値段にも驚かなく

なるほどの月日が経つ間に、街の景

色も並木をめぐる風物も少し新しく

なっていました。
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宅に係る犯罪発生と防犯施策の動

向」、第2章「戸建住宅の防犯対策

に係る基本的な考え方j、第 3章

「戸建住宅における防犯設計のポ

イントJの3章からなっている。

とくに、第3章では企画・設計

の基本原則として監視性の確保、

被害対象の強化・回避、接近の制

御、領域の強化を掲げ、防犯設計

のポイントとして「玄関等」「イ

ンターホン」「居室等の窓」「パル

コニーj「塀、棚または垣根」「屋

外付帯設備等」「屋外照明」「防犯

センサJの各空間・防犯設備機器

ごとのポイントを基本事項・推奨

事項別にまとめ具体的な設計に反

映できる内容とした。

なお、巻末資料として、平成14

年末から15年初頭にかけて、セゾ

ン総合研究所のアンケート協力会

員2693世帯に対して行なった「防

犯に対する意識調査」の調査結果

を添付した。

。
この夏は、 5年ごとに行なわれる

「住宅・土地統計調査」と「住宅需

要実態調査」の調査結果が発表され

ます。調査対象はそれぞれ400万世

帯と10万世帯という大標本調査で、

間もなく最新の居住状況が明らかに

なります。そこに含まれる豊な情報

が十分に汲み上げられ、斬新な計量

技術を駆使した現状分析が可能とな

るよう、個人情報の保護に慎重な配

慮をしながらミクロ・データが提供

されることを期待します。 (Ml 

⑨お知らせ

平成16年 5月27日、（財）日本住

宅総合センターの評議員会および

理事会が開催され、「平成15年度

事業報告および収支決算」の承認、

「平成16年度事業計画および収支

予算」の決定、役員および評議員

の選任がなされました。

平成16年 6月 1日現在の役員お

よび評議員は以下のとおり。
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